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　この報告書 は、 日本 自転 車振興 会か ら競輪収益の一部 であ

る機 械工 業振 興資金 の補助 を受けて昭和56年 度に実施 した

「地域別情報拠点 の育成 に関す る調査 研究 」の成果 をと りま

とめた ものであ ります 。
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　 地方の時代 といわれ る80年 代 においては、我が国の情報化が一層進展す る時期 であると予想 され

る。 特に、地域の社会 経済 及 び住 民生活が、多様化 し高度化するとともに、的確 な情報の利用環境

につ いての要請が高まってい る。

　 この よ うな情 勢 に鑑 み、 当協 会 で は、昭和54年 度 よ り地域別情報拠点の育成 に関 する調査 研

究事業 を推進 してtsり 、全 国5地 域 において、各地域特性 を踏まえた調査研究 を実施 してい る。

　 地域情報拠点の構想 は、地域活動 を行 っている機関が各 々の目的に応 じて収集 加工する情報 をネ ッ

トワーク化 し、相互 に有効利用 を図 り、提 供サ ービス を可能 とするもの で あ る。

　 本年度 は、北海道、東海 ・北陸、九州の3地 域 につ き、各地域機関に委 託 して、パイ ロット・モデ

ル ・システムの研究開発 を行 い、併せ て3カ 年 にわたる各地域調査 を総括 した。

　 55年 度 より調査 を開始 した、関信越 ・東北、近畿 ・中国 ・四国の2地 域 につ いては、前年度情 報

ニーズ調査 の結果 に基づ き、関信越 ・東北地域 においてはレフ ァレンス情報サー ビス
、近畿 ・中国 ・

四国地域 においては広島地域 を中心 とした情報拠点構想 をテ ーマとする、よ り具体的 な事例研 究 を実

施 した。

　 本年 を最終年度 とす る北海道、東 海 ・北陸、九州の各地域調査報告書 は、各論1、 皿、 皿として別

冊 に とりまとめた。

　本書 は、関信越 ・東北、 近畿 ・中国 ・四国地域の2地 域につき、各論W、Vの 合冊 として両地域 の

調査報告 を とりまとめた ものである。

　 この2地 域 については、今後、体制整備 のための諸問題 につ き、検討を重ね るとともに、条件 の整

った地域 か らパ イロ ッ ト・モデル ・システムの研究開発 に着手することとしたい。

　最後 に、本調査研究にあたってご指導、 ご協力をいただいた委員は じめ関係各位 に感謝 の意 を表 し

ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和57年3月
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　　　　　　 地域別情報拠点育成調査(各 論IV)

地域経済情報ネットワーク形成に関する調査

　　　　　　　　 (関信越 ・東北地域委員会)
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1.調 査 研 究 の 概 要

(1}調 査の目的

　　 80年 代は「地方の時代 」と呼ばね 各地域の動向に強い期待と関心がもたれている。

　　このような中、行政機関、各種団体 企業等においては田園都市構想、定住圏構想等の長期計画の

　策定や、複雑化 して いく経済状況の把握に地域独 自の展開が求め られている。

　　これらの計画を策定 し、実行するには、地域における情報基盤を整備し、,情報の流通を図る必要

　がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

　　そこで、当地域調査では、多岐にわたる地域活動のうち特に変化の著 しい経済状況を迅速 ・確実に

　把握するために地域経済情報へのニーズを明 らかにするとともに、その利用方法、技術に関する研

　究、開発を行い共通情報基盤の形成拡大に寄与 しうる地域情報拠点の育成と地域経済情報ネ ットワ

　ークの形成 を行 う。

②　調査の全体計画

　　関信越 ・東北地域調査は55年 度より次の計画で行 うものとする。

　(d}昭 和55年 度

　　　経済動向把握 の為に必要な情報について、地域での①情報活動の実態調査、②政策的利用に関

　　するニーズ調査を実施する。　　　　　　　　 ・　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 a

　(D昭 和56年 度

　　①55年 度の成果を踏まえ、必要なところから、情報の収集 ・整備 ・蓄積のためのデータ交換

　　　等利用に関するテス ト事例の研究を行 う。

　　② 情報ネ ットワークを実行する際に問題となる組織的制度的な諸問題について調査する。

　　③ ネ ットワーク基本構想を作成する。

　(-i昭 和57・58年 度

　　① 必要性の高いデータについて、条件の整ったところから、地域データバンクの形成 拡充お

　　　 よびその利用のたみのソフトウェアの開発を行 う。

③　 56年 度調査研究の目的

　　 1980年 代における産業は知識集約化、技術集約化が多角的に進められ、一層の高度化が図 ら

　 れるものと思われる。今後、産業経済の発展を期すためには、行政機関、自治体、団体等が活動を

　 する上で必要 とする情報 を適時迅速に正確に入手出来る体制作 りが強く望まれている。

　　以上の認識の下に、関信越・東北地域における情報の体 系化と流通化を図るために情報のレファレ

　 ンス機能(ク リア リング機能)及 びネ ットワーク体制の在り方について調査研究を行い、地域情報

　拠点の育成と地域経済情報ネ ットワークの形成を図ることを目的に、以下のとおり本年度調査研究

　 を実施 した。
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2.1.　 ク リ ア リ ン グ

2.　 レ フ ァ レ ン ス サ ー ビス

　 「地域経済情報 ネ ッ トワー ク」を形成 するための課題 と して前年度の調査研究 の結果 では

　① 利 用 したい情報 の所在、内容 、入手方法等、情 報へのアプローチ方法 が整 っていない。

　② 情報 の共通利 用に関す る技 術、制度等 の体制 が整 っていない。

等 があげ られており・ これを解決 するた均の一 つの方法 と して、ク リア リング機能 の形 成が必要 であ

るとの結論 を得た。

　ク リア リング機能 とは、多数 の組織 体がそれぞれに作成 ・保管 している情報 を相互に利用 し合 うた

めに必要な情報 の所 在、利用 方法、及び内容等 を提供 するものである。

　情報 ネ ッ トワークにおけ るク リア リング機 能は図2.-1の よ うに考え られ る。

利 一ーー 一←

用

者

情 報 ネ ッ ト ワー ク

ク リア リング機能

情報 の収集 ・管理

検　　索　　機　　目ヒ

情 報 提 供 機 能

サ ボ　　　 機 能

図2-1.情 報 ネ ッ トワーークにおけ るク リア リング機能

情
報
提
供
者

　 ク リア リング機能は、幾 つかのサブ機能 か ら構成 され るが、主 な機能 と して次の ようなものが考え

られる。

① 情報 の収集 ・管理機能・・…一 次情報 の収集 ・保管 、二次情報 の作成 ・保管 を行 う機能 。

② 検索機能……利用者か らの問 合せに対 して情報 の所在、内容等 を回答す る機能 。

③ 情 報提供機能…・・づ利用者 か らの要求 に応 じて、一次情報 を提供する機能 。

④ サポート機能……情報 の利 用方法、技術等 に関 する助言 を行 う機能 。

　 これ らサブ機能の実現方法 によってク リア リング機能には次のよ うな形態が考え られる。
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ケー ス1　 所在 源 情報 提 供

統計情報の表現等によって、その情報を持つ組織体の名称、所在地 を知 らせるもので、一次情報は

ネットワークを通 じて別途入手する方法。

　　　　　　　　　　　　　　　　 所 在 源情 報 機 能

利

用

者

問合せ

　　　二 次情報 の収集 ・管理

　　　　　検　索　 機　 能

答

　　　　　情 報 提 供 機 能

　 図2-2.所 在源情報提供機能

次

情

報

ケ ース2　 レフ ァレンス サ ー ビス

　必要とする情報の名称、所在だけでなく情報の項目、客体、分野等概要についても検索 ・サービス

するもので、ケース1の 所在源情報提供機能を包含するが、一次情報については別途入手する方法

　　　　　　　　　　　　　　 レフ ァ レ ンスサ ー ビス機 能

　　　　　　　　　　　　　　　二 次 情 報 収集 ・管 理 機能
　　　　　利　　　　　　　　　　　　　　　 (情 報 の加 工 を 含む)

　　　　　用

　　　　　　　　　　　　　　　検 　　 　索　　 機　　 能　　　　　者

　　　　　　　　　　　　　　　 (情 報 の概 要 等 を 含む)

　　　　　　　　　　　　　　 情 報 提 供 機 能

　　　　　　　　　　　　 図2-3.レ ファレンス ・サービス機能

ケー ス5　 ク リア リン グ

　ケース1、2の 機能に加えて、一次情報の提供まで実施するものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -3一
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一 　　　　ク リア リン グ機 能　　　　一

利
　
用
　
者

一 次 情 報 の収 集 ・管 理 機 能
一

次

情

報

一

二 次情報 の収集 ・管 理機能 →

一

検　　索　 機　　能

情 報 提 供 機 能

図2-4.ク リアリング機能

マ

ピ

次にこれら各機能毎に特徴 を見ると次のようになる。

ケー ス1　 所在 源情報提供

・一次情報 は
、それぞれの機 関で管理 し、必要 に応 じて提供す る。

・二次情報 はデータ名 、所在等 の項 目だけで作成管理が容易であ る。

・利用者に とっては
、作成者 との話 し合い、又 は一次情報 を入手す るまで、内容の評価ができないな

　どの制約がある。

ケ ー ス2　 レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　二 次情報 はデータ名 、所在の他 、データの項 目、分類 方法、概要等、内容 の分析 を行 った上 で、 作

成 することが必要 であるが、二次情報 で ある程度まで内容 を把握す ることが可能 である。

　 また、内容に よる検 索が できるため、資料収集が しやすい。

ケー ス5　 ク リア リン グ

　二次情報によって必要とする情報を検索 し、同時に一次情報を提供するもので、利用者にとっては

最 も便利 であるが、情報 を提供す るための専門機関又はオ ンラインネ ッ トワーク等 の施設が必要 であ

る。

　 レファレンス機能は、ク リア リング機能 の一部分を構成す るもので あり、 ク リア リング機能を充実

するための最 も重要 な要素 であ る。

　 特に、 オンラインによるコンピュー タネ ッ トワーク等、莫大 ・な投資 を行 わな くと も・資料 目録等の

形 でレファレンス機 能を整備 していくことが可能 であり、 レフ ァレンス機能 の実現は最 も現実的な方

法であると考え られ る。

　 レファレンス機能に よって参照 され る資料 の数 が少ない うちは 「一覧表 」の作成で充分であるが、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-4一
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数 が多 くなるにつれて情報の概要 や内容 の細 目等 を含む しっか りした二次情報 を作 って いく必要があ

るo

　 地域経 済情 報ネ ッ トワークのための レフ ァレンス機能 としては、資料 目録等 の整備 を行 い、所在源

情報 を提 供 してい くことか ら初め、次に二次情報 の収集 と検索シス テムの開発へ と進 め、情報 の量や

提供 の状況に応 じて、 センターへ と段階的 に発展 させ てい くのが現実的である。

表2-1・ ク リア リング機能の形態(分 散型)

ケースi ケ ー ス2 ケ ー ス3

所在源情報の提供 レ　フ　ァ　 レ　ン ス ク　リ ア リ　ン グ

検　　　　　索 ・表題(資 料名) ・表 題 ・同 左

・作成機関名(所 在) ・作成機関名

　 　 　 　 　 "

・分野

・デー タ項 目名

パ

提供される情報 '二 次 情報

・概要

　　…

・二次情報 ・一次情報

(表題、作成機関) (表題 、項 目名、　　 )
・二 次情報

(一次情報は別途入手)

一次情報 の管理 ・レファレンス機能 とは ・同　左 ・レファレンス機能 を含

、

独立に管理可能 めて管理する必要があ

るo

二次情報 の作成 ・資料 の一覧表 を作成す ・資料の分類等 ・同 左

るだけでよい 専門的知識が必要

運　　　　　用 ・資料 の一覧表 の交換収 ・同 左 ・コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ

集を行 うことである程 ・二次情報作成等の専門的 一クを設 置Lこ れ を

度の効果をあげられる 作業 を伴 うため、それぞ 通じて検索利用が可能

れの組織内の体制作 りが となるよ うに、それぞ

必要で ある。 れの組織内 で、一次、

二次情報 のデ一夕ベー

スを作成する必要があ

るo
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2.2.　 レ フ ァ レ ンス サ ー ビ ス

　 前節 で、3種 類 のク リア リング機能をあげたが、 この うち最 も望ま しいのは「ク リア リング」まで

行 う方法 であるが、 これ を実現す るためには、多 くの制度的課題 の解決と多大 な投資が必要 であるた

め、最 も実現性 の困難 な方法 でもある。

　実現性が最 も大 きいのは、 「所在源情報提供 」であり、各機関 で作 られている資料 目録を集 大成す

ることである程度の効果が期 待 できることに なる。

　 しか し、利用者は必要 とす る情報 を表題 か らしか見つけ ることが出来 ず不便であ る。

　 この ようなことか ら、当 地域調査 では、 ク リア リング機能 と して、 ケース2の 「レフ ァレンスサー

ビス 」機能 をとりあげて調査研究 を行 った。

　 レファレンス(reference)と は、情報 を得 るため の問合せ、参照のことで、外 部情報の利用

者 にとっては、情 報ネ ッ トワーク を介 して情報 を流通す るためのク リア リング機能の中で最 も重要な

要素である。

　 レファレンス ・サービス(reference　 service)と は、利用者の質問(要 求)に 対 して各

種 の資料 を調査L参 考資料名 を含 めて、解答 することで、 これを実施 している図書 館では 「参考業

務 」と訳 している。

　また、レファレンス ・サー ビスに使 われ る辞典 やハン ドブ ック、 目録等、事項 を調べ るための資料 は

レフ ァレンス ・ブック(reference　 book)と 呼 ばれ、これを集 めて調査 を行 うための部屋が

レフ ァレンス ・ライブラ リ(reference　 library)と い われ るもので、 これ らを利用者 が直

接利 用 して調 査 することもで きる。

　 「地 域経済情報 ネ ッ トワーク 」を通 じて資料(コ ンピュータ媒体 を含めて)を 効率的、効果的 に入手

す るためには情報一覧や 目録等 レファ レンス情報 に よって情報の所在、内容等 を充分に把握 してお く

必要 がある。

2.2.i.レ フ ァレンスサー ビス機能

　 レファレンスサービス を行 うには、情報の収集 ・加工、検索等 が必要である。

利

用
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レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス 機 能

図2-5.機 能 関 　遠 図
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　 ここでは、二次情報の検索サー ビス を行 うケース2を 対象 と しているので、各サブ機能の関連は図

2-5の よ うな ものと考え られ る。

　 次に、各サブ機能 の概要 を示す。

(1)情 報 の収集 … …各機関に よって作成 された情報 の うち、名称、概要、提供条件等、検索の対象 と

　　　　　　　　　なるデータを収集す る。

②　情報 の加工…・吋1)で収集 したデータに分野名等の情報 を付加するとと もに、 検索サービス のため

　　　　　　　　　 レフ ァレンス情報 と しての様式 に整え る。

(3)メ ン テナ ンス …・・〈2)のデータによ り、 レフ ァレンス情報 を更新 する。

(4}レ フ ァレンス情報 の保管…・・利 用者か らの要求に応 じて、 いつでも参照 できるよ うに 、レファレ

　　　　　　　　　　　　　　　ンス情報 を保管 してお く機能。

⑤ 検索・・…利 用者か らの要求 により、保管された レファレンス情報の中か ら必要 とする情報 を選択

　　　　　　 し、利用 者に提供す る。

2.2.2.レ7ァ レンス情報

　 「地域経済情報 ネ ットワーク 」によ ってコンピュータ媒 体に よる情報の流通 を行 うために必要 な レ

ファレンス情報 の内容 は次 のよ うなものが考え られる。

　①　統計名、概要

　②　業務名

　③　作成機関名

　④　分野

　⑤ 作成 ・調査 周期

　⑥ 客体、属性

　⑦ 収納期間

　⑧ 項 目名

　⑨　刊行物名

　⑩ 提供条件

　⑪ ドキ ュメン ト名

　⑫ デ ータ量

　 ⑬ フ ァイル形式、名称(OS.　 Format.　 Code.　 dencity)

　 この うち① ～⑨ ま では一般の図書 目録 などと同様 のデータであるが、コン ピュー タ媒体 によるデー

タ交換 のため追加すべ きデータと して⑩～⑬ までの ものが考え られる。

2.2.5.レ フ ァレンス情報 の整備と提供の方法

　 レフ ァレンス情報 の整備方法にっいては、図書館 で使 われているカー ドシステムの応用 の他、 目録

と して整備 する方法 等 が考 え られ るが、更 にコンビ..一 夕 を使 ソた検索システムやKWIC、 　KWOC

リス トとしての利用 も考え られ る。

　 また、データの提供 方法 と しては、整備 方法 と対応 して、
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①

②

③

④

⑤

情報 カー ド

目　 録

コンピュータによる検索

マイク ロフィルム

コン ピュータ媒体による二次情報 の提 供

等様 々なものが考え られ る。

　今後情報 処理技術 の普及等 を考慮す ると原デ ータは情報 カー ドで作成保管 し、利用者に対 す る情報

提供は コン ピュータ媒体又はコンピュー タに よる検 索サー ビスを考えた方が、 データ量 の増大 等、機

能の拡大に充分 対応 できるものとな る。

　 2.5.地 域 経 済 情報 に 関 す る レ フ ァ レンス サ ー ビス の現 状

　 　 　 　 　

　先 に も述 べたが、現在、図書 館 では利用者の質問に対 して、 目録や辞典等を調べて回答す るレファ

レンス ・サー ビス を行 ってお り、統計資料 につ いてもある程度の回答 を得 る ことがで きるが、資料の

網羅 性等 の面 で充分満足 できる ものではない。

　 これは統計資料が一般 の図書 と性質 を異 に しており、資料 の流通 や、 日本十進分類等 、従来の管理

方法 にな じまないため、図書 の全国統合 目録(union　 list)の よ うなレファレンス情報の整備

が不充分 であるため と思われ る。

　統計資料に関す るレフ ァレンス情報 の整備については、全国統計 協会連合会の 「昭和53年 地 方統

計 データベースの編成及び運用 に関す る調査研究報 告書 」

　 中小 企業 センターの「情報 の流通 と管理 」等 様々の方面 でそ の重要性 が指摘されてお り、その後、

全 国統計協会連合会 では、昭和56年 に、 「地 方統計資料総合 目録 昭和50年 、 昭和54年 」を作成

してい る。

　 これは、全国総合 目録ではないに して も、各県 、指定都市 の統計資料 を集大成 した ものと して充分

意義 のあるものである。

　 この他 地域経済に関する文献の 目録 も幾つ か作 成されてい るが、統計、 文献 ともに、継続的 な収

集が行われておらず、本格 的な レファレンスサー ビスが実現 され るに至 ってい ない。

　 このため、 レフ ァレンスサー ビス 、発展型 と してのク リア リングサービスを実現す るた め、 システ

ム開発及び利用体制確立 のための社会的投資 を行 ってい く必要がある。

φ

宣

●

●
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3.　 レフ ァ レンス情 報 サ ー ビスに 関 す る意識調査

　 5.1.調 査 目的 と方 法

(1}調 査 目的

　　地域経済の情報ネットワーク形成のためには各機関が独自に作成 している情報を広 く利用者に知

　 らせるとともに、情報を検索する方法 を確立することが重要な課題となっている。

　　今回のレファレンスサービスに関する意識調査では

　　　①　資料探査方法 の現状及び利用上の問題点

　　　② 地域に関するレファレンス情報サービスの現状

　　　③ 地域に関するレファレンス情報サービスの在り方

　　　④　情報ネットワークサービス利用状況

　等について調査を実施 した。

(2)調 査方法

　　関信越地域及び東北地域のそれぞれの地域性 を考慮 して対象機関を決定 した。

　調査対象機関

　 〔関信越地域 〕
　 　 　 　 　 　 　 ノ

　　　首都圏(東 京都、埼玉県、千葉県、神奈川県)の 都県庁、市 ・区役所、商工会議所、商工会連合

　　　　　　会等　　　 161機 関

　 〔東北地域 〕

　　　東北6県 の県庁、市役所、商工会議所、銀行、電力会社等　　　 45機 関

　　調査の回収結果は下図のとおりである。

対象機関数 回収機関数 回　収　率
.

関信越地域

東 北 地 域

161

45

130

32(115)

80.7%

71.1%

合　　計 206 162 78.6%

(注)カ ッコ内の数字は回収部所数

　　　 (東 北地域の場合1機 関に複数部 所の回収 が

　　　　 あるため)

5.2.調 査 結 果 と 分 析

5.　2.1.資 料探査方法の現状及び利用上の問題点

(1}地 域 に関 する外部資料 を利用 する場 合の資料の探 し方では全 回答機関 の36%が 「内部の経験者

　に聞 き情報 の所在 を確 かめ る」と言 う方法 をとり、26%の 機 関 で「概ね情報 の所 在は把握 してお
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り、特に所在 を調べ ない」と回答が あった。内部 あるいは外部情報 センターの 目録 あるいは、情報

総覧 で調べ ると回答 した機関は30%で あった。

　関信越 地域 と東北地域に分 けて見 ると、回答 の多い順は「内部 の経験者に聞 き、情報 の所在 を確

かめる上 「概ね情報 の所在 は把握 してお り、特に所 在を調べ ない。 」、 「内部情報 センターの目

録・あ るいは機関 内部 で作成 された情報総覧 で調 べる」、 「外部情報 センターの目録 で調 べる」で

あ ったが、内部あ るいは外部情報 センターの目録 あるいは情報総覧 で調べ ると回答 した機関は関信

越27%、 東 北34%と 東 北地域 の方が比率が高い。また「内部の経験 者に聞 き、情報 の所在 を確

かめる 」と回答 したものは関信越40%、 東 北32%と な っている。 これ によ り東北地域の方が関

信越地域に くらべ て目録、情報総覧 の利用率が高 いと言え る。

　 また、 これ以外の回答 と しては 「情報 の所在 を見当づけて外部機関に電話す る」、「各機関 を訪

問 してfや を収集 す る」「同業他社 との連絡会 により情報交換 する 」等が あった。

1.内 部情 報セ ンターの目録、 あるいは機関

内部 で作成 された情報総覧で調べ る

2.内 部 の経験者に聞 き情 報の所在 を確 かめ

　る

3.外 部情 報セ ンターの目録で調べ る

4.概 ね情報の所在は把握 してお り特に所在

　を調べ ない
5.そ の他

②　地域に関する外部資料利用上 の問題点は全回答機関 で見 ると「資料 を探す方法 や資料 の所在 がわ

　 か らない 」(29%)、 「利用 目的に適合 しない」(23%)、 「資料 が公表 されてい ない 」

　 (21%)、 「資料 がない 」(13%)の 順 であった。

　　関信越地 域 と東北地域に分 け て見 ると、関信越地域 では2番 目に回答が多いのは「利用 目的に適

　 合 しない 」(22%)、3番 目が 「資料が公表 されていない 」(16%)で あ ったのに対 して東北

　地域 では逆に 「資料 が公表 されていない 」(27%)、 「利用 目的に適合 しない」(24%)の 順

　 となってい る。

　　 また、 これ以外に 「国、県等 の公表 時期 がお くれ る」、 「どん な内容 の資料があるのか分 らない 」

　 「積極的 に公開してくれ ない 」等の問題点が あげられた。

　　以上 のことよ り資料 を探査 す る方法 は、 目録 、情報総覧 を見 るのではな く経験者に聞 く等 ある一

　 定の狭い範囲で行われ てい る。

口

■
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1

2

3

4

5

6

資料が公表されていない

利用目的に適合 しない

資料がない

資料を探す方法や資料の所在がわからない
特に問題はない

その他

5.2.2.地 域 に関す るサー ビス機 関利用の現状

　地域に関 する外部資料 を利用す る場合には内部 資料セ ンターを利用する方法 と外部資料センター を

利用す る方法が ある。

　内部資料 センターにつ いては自機関に内部 資料 センターを持 っている機 関の うち関信越地域で84

%、 東北地域 で75%が 年平均12回 の割合 で利用 し情報 を得ている。

　外 部資料 セ ンターについては34%の 機 関が年平均9回 の割合 で利用 している。

　 また、内部情報 センターがあるに もかかわ らず利用 されない利用 と しては、 「手元に ある資料 で間

に合 わせ る」(61%)、 「目的 とする資料があ るかないかわか らないため 」(11%)、 「距離的

に資料 センターが離れているkめ 」(6%)の 順 にな ってい る。関信越地域 と東北地域に分けて見 る

と、関信越地域 では 「調べに行 く時間 がないため 」が13%な のに対 して東北地 域は回答ゼロ、東北

地域 で「距離的に資料セ ンターが離 れてい るため 」と回答 したものが10%だ ったのに対 して関信越

地方 では回答 ゼ ロであった。

　外部資料セ ンターを利用 しない理 由と しては 「手元にある資料 で間にあわせ るため 」(37%)、

「目的 とす る資料 があるかないかわか らないため 」(22%)、 「距離的に資料セ ンターが離れてい

るため 」(12%)の 順 となってい る。

　以 上 の結果 より地域に関す る外部情報 を必要 とする場合内部資料 センターはか なり利用度 を示 して

いるが、外部資料 センターは特に 「目的 とする資料 があるかないかわからないため 」に利用 していな

い場合 が多い。

　 また、これ以外 に利用 しない理 由と しては 「資 料セ ンターでな く関係機関 に直接照会 している」

「外部情報 を必要 とする業務 が少ないため 」「図書等は市立図書 館を通 じてレフ ァレンス サー ビス を

期待 できる」「資料 センターの所在 がわか らないため 」等 である。
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A資 料 セ ン タ ー の 利 用 状 況

内部 資料 セ ンタ ー

1.利 用 す る

2.利 用 し な い

3. 資料センター

がない

外部 資料 セ ンタ ー

マ

B利 用 しな い 理 由

内部資料センター(4%)

外 部 資料 セ ン ター

(4%)

1

2

3

4

5

6

7

8

検索の手続がめんどうであるため

距離的に資料センターが離れているため

貸 し出しに応じてくれないため

貸 し出し期間が短いため

目的とする資料があるかないかわからないため

手元にある資料で間にあわせるため

調べに行 く時間がないため

その他

◎
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5・　2・　5・ コン ビ=一 夕情報 ネ ッ トワークサー ビスの利用状 況

　現在 コンピュー タにより情報ネ ッ トワー クサー ビス を行 っている機関に ついての利用状況を、 ロッ

キー ドDIALOG(紀 の国屋)、JOIS(日 本 科学技 術情報 センター)、NEEDS-TS(日 経)

NEEDS-AMD(日 経)、MARK　 fi(電 通)を 例に調査 した。

　「利 用した ことのあ る」機 関は ロッキー ドDIALOG(1件)、 　JOIS(5件)、NEEDS-

TS(6件)、NEED・S-A・MD(5件)、 　MARKI(2件)と ほ とん ど利用されてい ない。「知

ってい るが利 用 した ことがない 」ものはNEEDS-TS(43%)、 　NEEDS-AMD(42%)、

JOIS(31%)、MARK亙(24%)、 ロ ッキー ドDIALOG(17%)の 順 であった。 ま

た「知 らない」は ロッキー ドDIALOG(83%)、MARK`(75%)、 　JOIS(67%)、

NEEDS-AMD(56%)、NEEDS-TS(55%)の 順 であ った。　NEEDS-TS 、　NEEDS

-AMDが 他 の3シ ス テムより知名 度が高いことがわかる
。 これは、データ内容が地域に直接関係す

る点やPR性(日 本経済新聞社 のPR力)の 点に あると思 われる。

ロ ッキー ドDIALOG

JOIS

NEEDS-TS

NEEDS-AMD

MARK置

1
、　　　　　 -、、　 　 　 　 　 、

、　　　　　　 、、、

1　 　 〕 1
1　　　　　　　　　　 、＼
;　　　　　　　　　　　 、＼

細註 縛 ヂは老い1 知 らない

研 憎 したことがあるi

1　　 　 」
　 　 　 　 　 　 　 ,,''"

1
●

～　　　　　 ,'

0% 50% 100%

●

5.　2.4.地 域に関するレファレンス情報サービスの在り方

　 コンピュータ利用によるレファレンス情報サービスの形態について、

① 情報センターで原資料目録を集中的に収集 し提供する。

　② 情報センターで資料目録だけを収集 ・提供 し、原資料はそれぞれの機関で保持 ・提供する。

③ 原資料 ・資料目録 ともにそれぞれの機関が整備保管 し独自に提供する。

　④ 上記①～⑬以外の方法

に分けてそれぞれの機関がどういった考え方を持 っているかを調査 した。① と回答 した機関は59%、

② と回答 した機関は32%、 ③と回答 した機関は6%、 ④と回答 した機関は2%で あった。

それぞれ回答 した理由と しては①に関 しては、利用者側の便利さを述べる機関が多 く、「多種多様

な情報のなかから必要 とする情報を迅速かつ正確に得 られるようにするとともに適切な方法で保管す

るためには、一元的な管理が必要 である」「集中的に収集しないと結局管理出来ず、資料が生かされ

ない。それぞれの機関で整備保管 して も閉鎖的となり積極的に提供出来ない」「原資料 を情報センタ

ー13一



　一で保管 するこ とは様 々な点 で情報 センターの負担 が重 くなると思 われるが、利用者の立場 と して原

　資料を個々の機関に依頼することは問題が多 くむずか しいか ら」との意見 があった。② に関 しては「基

本的には① であることが望ま しいが、膨大な情報を1ヵ 所 で保管す るのは事実上不可能と思 う」

ノ「必要 な資料
の所在 がわかればよ く、原資料が必要 ならじかにそ こへ行けばいい」「原料 の保持、提

供に あた っては各機関 で第一次的 な責任 を持つべ きであるため 」「一括 してサーベ イするため資料 目

録はセンターで管理 した方が好 ま しい。 しか し原資料 を一括管理す ることは原 資料 が膨大 となりす ぎ

　る。また万が一の場合 を考えて分散 してお くことも必要である」等 の意見があった。 また全体的な意見

　としては 「情報 センターでは高 次的 な 原資料 を集 中的に収集 ・提供 す るよ うに して、資料 目録につ

　いて細 目にわたり収集 するよ うに した方が利用者としては必要 に応じて広範囲の資料を有効に利用でき

るのではないか と思 う」とい った細かい レベルの意見 や、 「情報公開 と秘密保持、 プライバシー保護

等のかねあいか ら慎重 な対 応が 必要 」との意見 が出された。

　　レフ ァレンス情報 サー ビス機能の強 化につ いては「既存組織 の機能の充実 を図るだけでな く新 しく

地 域情報に関するサ ービスセ ン ターの設立 が必要 である」(48%)、 「既存組織の機能の拡充を図

る必要 がある 」(45%)に 大 きく二分 され「既存機関 で充分 である 」と回答 した ものは3%で あ っ

た。新 しく地域情報 に関す るサービス センターを設立するか否かは別 と して も、ほ とん どの機関が既

存 の組織に不満 を持 ってい る。また 「既存組織 の機能の充実 を図 るだけ でな く新 しい地域情報に関す

るサー ビス センターの設立 が必要 である」と回答 したのが関信越地域45%に 対 し東北地域 では50

%、 「既存の組織 の機能 の拡充 を図る必要が ある」と回答 したのが、関信越地域49%に 対 して東北

地域 では41%と 逆転 してい る。

　 また、 これ以外 に「既存 の組織 であれ新 しい組織であれサービス セ ンターの機能 、所在地 について

PRが 必要 である」と言 う意見が ある。

　　　　　　　　　　　(2%)

　　 　　　　　　　　　　　　 (1%)

1.情 報 セン ター原資料 と資料 目録 を集 中的

に収集 し提供する。

2、 情報セ ンターで資料 目録 だけ を収集 ・提

供 し、原資料 はそれぞ れの機関 で保持 ・提

供す る。

3.原 資料 ・資料 目録 ともにそれぞれの機関

が整備 ・保管 し独 自に提供する。

4.上 記1～3以 外 の方法

5.不 明
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(1%)

1.既 存組織の機能 の充実 を図 るだけでな く新

　 しく地域情報に関するサ ービス センターの設

立が必要 である。

2.既 存組織の機 能の拡充 を図 る必要がある。

3.既 存組織 で充分 であ る

4.そ の他

5.不 明

,

●

■

　地域経済に関するレファレンス情報サービスをするために当地域委員会ではモデル研究として レフ

ァレンス ブック及び コン ピュータを利用 した情報 サー ビス システムを作成す る計画 を持 っているがそ

れ についての各機関の関心 を調査 した。その結果 「必要 なことである」(76%)
、 「わか らない 」

(12%)、 「当面必要 ではない 」(9%)の 順 になっている。関信越地 域及び東北地域 に分けて見

ると「必要な ことである 」は関信越地 域72%、 東北地域80% 、 「必要 ないと思 う」は関信越地域

2%、 東北地域は回答 な しであ り関信越地域 より東北地域の方が必要性 を認めている
。

　 また、当地域委 員会で計画 しているようなレフ ァレンス及び レフ ァレンス情報 サー ビス シス テムが

作成 された場合の利用につ いて調査 した ところ、 「利用す る可能性はある」と回答 した ものが69%

「積 極的に利用 したい 」(14%)、 「わか らない 」(10%)の 順 になっている。 「あま り利用 し

ない 」、 「全然利用 しない 」と回答 したものは全 体で7%で あ った。関信越地域 と東北地域 の差 はほ

とん どな く83%が 利 用する意志は持 っている ことがわかった。 しかし機能内容等の面 が不明確 なた

めか積極的 な利用の回答が少 なかった。

　　　　　　　　　 (2%)

1

2

3

4

5

必要 なことである

当面必要 ではない

必要 ない と思 う

わからない

その他
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1.積 極 的に利用 したい

2.利 用 す る可能性はある

3.あ ま り利用 しない

4.全 然利用 しない

5.　 わか らない

5.　2.5.ま とめ

　 レファレンスサービスに関す る意識調 査の結果 か ら資料探査 の現状が明 らかに された。

　 まず、現在 資料探査 につ いては目録や情報総覧 を利用 する方法 よりも内部 の経験者に聞 く方法が多

い こと、資料 を探 す方法や資料 の所在が わか らないこと。資料 センターを利用 しない理由は手元に あ

る資料 で間に あわせ る、目的 とする資料 があ るかないかわか らないためである。今後地域情報 の流通

促進のためには、 レフ ァレンスブ ックの作成 および情報 サー ビス システ ムの構築 が必要 であること。

レフ ァレンスブ ック及び情報サービスシステムについての関心 はかな りの機関で持 っていて ニーズ も

あることな どである。

　 また、地域に関す るレファレンス情報 サー ビス を行 ってい くにあた りい くつかの問題点が あげ られ

たo

　 第1に は情報 セ ンターの内容(体 制 、資料 の メンテナ ンス方法及び 期間、情報 内容の地域区分等)

に っいて十分な検討が必要であ る。例えば体制についてみれば、情報セ ンターが原資料 を提供 しない

場合、原資料保持者 に手間・労力がか かり、 また利用者側 も即時に資料が手に入 らないとい う難点があ

る。情報 センターが原資料を提供す ると した場合、原資料 を保管・管理することは原資料が膨大 すぎる

し、万が一 のことを考え ると分散 してお くこと も必要 と考え られ る。原資料、 目録 ともそれぞれの機

関 で提 供す ることについては、保持老に手間 ・労力がかか り、また利用者側に とって どこに必要 とす

る情報 があるのかがわか りに くい。どの方法 をとって も短所が あり、方法 を決定す るに当 っては十分

な検討 を必要 とす る。

　 第2に は資料 を収集す る場合に もプ ライバ シーの問題、情報公開問題 と色々 な問題点があ.げ られ る。

また利 用 目的に適合 した精度 の高いデー タを収集 ・提 供する為にはどのよ うにすれば よいかの問題 も

あ る。

　 第3に は原資斜 め保持 ・提供 にあた っての責任問題 があげ られる。

　 これらの点を今後十分に検討 してい く必要 がある。

㎡
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4.地 域 情 報 ネ ッ トワ ー ク

4.1.　 レ フ ァ レ ン ス サ ー ビス の 基 本 機 能

　 地域デー タの利用 ニーズが増大 する中で各機関 が保有 しているデータを各機 関単独で単一 目的 にのみ

使用す るだけ でな く機関相互 に有効利用 しよ うとす る機運が高まってきた。 しか し実 態は未だデータ

の相互利用は不十 分である。 その原因は、相互利用体制 の未整備(手 続等 の未確立)、 データ交換

(磁 気媒体)の 際の互換性等技術的 な問題がある。特 にデータの相互利用 の基礎的条件 である「どの

よ うな種類 のデータが、 どのよ うな形式、内容 で、 どこで作成 され、 あるいは保管されているか」また

「入手可能 か、入手す る際の 手続 き」等 の レフ ァレンス情報が未整備 であ る。

　 このよ うな現状 を踏まえ レフ ァレンス情報 サービス を促進 するために必要な基本機能及び実現 する

際の問題点 は何か を明確 にするために 実施 したアンケー ト調査 の分析結果から、次の とお り問題点と

今後の課題が明らかにな った。

　今 回の「レフ ァレンス情報に関 する意識調査 」の結果 から、情報の一括管理 に対 する要望が強い こ

と、 レフ ァレンス情報 は出来 るだけ広範域にわた って収集 されている事 が望 まLい ことが明らかにな

った。 また、一次情報についてはデータが大量な為、保守 の容易 性、正確性、迅速性か ら情報 の発生

機関におけ る維持管理 が適当 と考えられ る。以上のことか ら当地域のネ ットワーク構想は図3-1の

よ うにレフ ァレンス情 報については 「地域経済情 報サービスセンター(仮 称)」 に集め、一次情報に

必要な時オフ ライ ンでデータを入 手する分散型ネ ットワークの形態が適当 と思われ る。

　具体的には レファレンス情報 にっ いて案内 する「地 域経済情報サー ビス センター 」の設置及び レフ

ァレンス情報 システムの開発が必要 にな る。

4.1.1.地 域 経済情 報サ ービスセ ンター(仮 称)の 設置

(1)レ フ ァレンス情報 サー ビスの ための センターを設け次の情報活動 を行 う。

　① 　レフ ァレンス情報 の収集整 理

　　　国、地方公共団体 、金 融機 関、 関係 機 関 、団体等が作成 する地域経 済情報の レフ ァレンス情

　　報 を収集 する。またその資料 を分類整理す る。

　 ②　 レフ ァレンス情報 のサー ビス

　　　収集 ・整 理 した情報 を コン ピュータに登録(あ るいは更新)し 、地域機関からの問い合せに応じて
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ■

　　情報 の検索サ ービス を行 う。

② 予算措置

　　 レファレンス情報 の整備、 登録、 更新に要す る費用、通信 回線費用 、データ配布、連絡網費用、

　 ハー ド・ソフ ト、建物 、人件 費用 等の予算措置 が必要 である。(例:受 益者負担、国の予算、補 助

　金等)
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の整備

瞳報ネ・・ワー・綱

図3-1　 情報 ネ ッ トワーク構想図

図3-1.情 報 ネ ットワーク構想図
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③　運用にあたっての検討事項

　① 利用窓口、利用料金設定

　② 情報の蓄積、管理、検索等各システム(礪 発

(4)利 用機関の役割及びメリット

　 ① 自機関の レフ ァレンス情報 を定型 様式 によ り定期的にサー ビスセンターに送 る。(初 期 登録 を

　　 除 いては追 加、変更 データについてのみ)

　 ② サー ビス センター のレ ファレンス情報 を利用で きる。

4.1.2.地 域 経済 レファレンス情報サー ビス のための システム開発

(1)シ ス テムの範囲 、

　 ① データ収集、提供対象機関は当面今回「レファレンス情報 シート」の記入 を依頼 した関信越の

　　 162機 関(国 、県、市町村、商工会議所、商工会議所連合会等)・ 及び東北約60機 関(国 ・

　　 県、商工会議所、銀行等)と する。

　 ② 収集及び提供するデータの種類 としては当面指定、承認、届出統計、その他統計データで公表

　　 可能なものを対象とする。

③ 収集及び提供する鰯 の項 目は「レフ・レンス情報シート」に記載され瀕 目であ情 報の項

　　 目としては次の3種 類である。

④

◎

◎

データの作成機関の所在に関する情報

データの具体的内容に関する情報

データ入手のための手続き等データの利用に関する情報

　　　　　　 表4-・1.地 域 レファレンス情報 シス テムで扱 う情報

命

■

(フリガナ) 分野名(コ ー ド)

　　　　　　 ×

県 ・市町村 ・特殊地域コード 地域範囲

　その他

(　 　 )口

統計目蓋名 [　 ・[1い

快登録番号

(フリガナ)

田査蝕関名 問責対象の日性等 電算処理の直傭

　　有　無　一→

書損媒体

　　　　　　　　　[[

(その他　 　 )

(フ リガナ)

住　所

提供の可否

　　　　　　　　　　̀ 『
　　　　　　　　　　]1

刊行物名

発行抱関名
客体数(■ 査対象数) 　提供の条件

　その他

1(_体)こ
(フ ハガナ) ・・㎜　　 　 　　 　 　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他

蜘 年 脚 年 …　 　 　 　 (　 　 　 )=

所管浪闘名

■査の抽目性

　　　　　　口

■査方法

その他

(　 　 　 )口

■査周期

年 月　　 E]コ

■査田田

その他

(　 　 )口

口長泉

　有　　　無

報告書

　　有　　　傭
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②　システムの機能

シス テムの機能 と してはデータの蓄積 と検索が ある。蓄積 については校正処理等 を除 きパ ッチ処

理 がより効果 的と思 われ る。検索につ いては、試行錯誤的な処理が とれるオンライン会話型の処理

が適 している。

データの整理方法としては、情報単位に索引語を付けその索引語による検索を行 う「統制語によ

る検索 システム」と用 語そ のものに より検索 を行 う「 自然語による検索システム 」がある。

　 この両者 についてデータの作成、 メンテナンス及び検索効率 の面か ら検討 を加え どちらが適当 で

あ るが決 める必要 が ある。

　 ソフ トウ ェア構成 としては、 自然語 によるオンライン検索システム とした場合のソフ トウェア構

成の1例 を図4-4に 示 す。

A

B

ス纈

?

A

レファレンス情報収集 レファレンス情報の内容分析。 レファレンス情報にあ

らかじめ索引語として統制された用語か ら該当する用語を選択し付与する。

索引語単位にレファレンス情報をまとめてファイルに蓄積する。

B

質問の受けつけ。質問内容を分析する。統制された用語を用いて検索条件を設

定する。検索条件に合致 したレファレンス情報をファイルから検索する。

図4--2.統 制語 による検索 システム

A
○

レファレツス情報 一]　蓄　　積　→ レフアレン戸一 検 　 索 　・
ス情報

④
諏 問分析

質　問

B

A レファレンス情報を収集しファイルに蓄積する。

'

●

B

質問を受げ付ける。質問内容を分析する。 レファレンス情報で用いられて

いる自然語で検索条件を設定する。検策条件に合ったレファレンス情報を

ファイルから検索する。

図4-3、 自然語に よる検索システム
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D

■

'

⑭ ノ

/レフ
ァ レンス情 報 の

登録 ・更新 デ ー タ

レフ ァレ ンス情 報

の 登録'更 新

・・。レンス繍 羅 以
のオンライン検索　　ア一夕

　　　　　　　　　 ベース

フ

ァ

辞

書

購 ・更新デ㌔タ1

レ フ7レ ンス情 報　 　 ・7Hフコントロール

の バ ッチ検 索 　 　 　 　 　 　 　 カード

＼

*同 義語辞書作成では用語単位に関

係する同義語が迅速に取り出せる

同義語辞書ファイルを作成する

蘂終カナ漢字対応テーブルを設け、

　　カナが入力されたら対応する漢

　 字に交換する方法

図4-4.レ フ ァ レ ン ス 情 報 シ ス テ ム の ソ フ トウ ェア 構 成

●

●

、(3)シ ス テムの運用方法

　　　 シス テムの登録 ・更新 につ いては、登録 は各地域機関に登録用紙 を配布 し回収 された情報 を基に

　　行 う。入力はバ ッチ形態による一括入力 で行 う。更新はデー タの乗車地 区、項 目等 の改 訂に伴 い不
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ら

　　定期に発生するものと、時系列データの収納期間等定期的に発生するものがある。前者については

　　年毎に変更の有無を問い合せ後者の定期的に発生するものについては変更の通知がない限りシステ

　　ムで自動更新を行 う。

　　　検索サービスに1ついては・将来的には必要な機関に端末を設置 しオンラインによる検索サービス

　　を行 うが当面はコス ト的な面、技術的な面を考え、電話、あるいは文書による質問受け付け及び電

　　話あるいは検索結果 リス トの送付による回答どいった形態をとることが望ましい。
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登

録

メ

ン

テ

ナ

ン

ス

①

収 集　対　象　機　関 所 在 情 報 案 内 シ ス テ ム 外　　　注　　　先

　 　 　 〉　.

'

　 　 　 、

　　　＼　　　　▲

1デ ー タ内容 レクアレ》久情報

登録 用紙データ

定 義番

資料

|
1

○　転記

▽ .

/「
記入済レファ
レンス情報

登録用紙

入　方 陣 4

)

レファレンス情報

登 録 システム

登録内容

リスト

② デ■タ変更資料

レフアレ

↓
,づ

デ

ベ

L・v _部 保管

　 姪

○蜜

1

国
レファレンス情報

更新 システム

登録内容

リス ト

カ ー　ド

平ぎ

↓

、●

図4-5.レ フ ァレンス情報 の登録更新 の形態

:.ゾ

'

●
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一
遠忌

減

、二
　t

、6

藷

竃

㌫
k

'

検 索 結果
リス ト

コ ン ピュー タ

入　 　力

○ 検索式作成

レファレンス情

検索 シス テム

レファレ

デ」タ

㌧ 一部保管

図4-6.レ フ ァレンス情報 の検索サービスの形 態
、
d

h

U

4.2.地 域 情 報 ネ ッ トワ ー ク の 現 状

　地域経済情報のレファレンスを具体的に進めるにあたり問題点を明確にするために地域経済情報ネ

ットワークの現状について調査 した。
　 　 　 　 　 　 べ

4.2.1.主 と じて商業ベースの情報 ネ ッ トワークの例

　表4-2は 日本におけ る主 として商業 ペース の情報ネ ットワークの例 である。 これ ら情報ネ ットワ

ークの うち地域経 済に関 する ものには表 に○印 を付 してある
。現状 からは次の点 が言える。

① 地域経 済に関 す る情報 流通 は、まだ少ない。(「 地域データの整備 が不十分 」「データがない 」

　 「情報収集 のむずか しさ」「採算性 」の点で商業 ベースにの りに くい。)

② 商業 ペース での地域情報に関す るサービス体制は若干 あるが、利用率は低 い。(「 サー ビス して

一23一



、

　 い ることを知 らない」「利用 目的 に合 わない 」「利用料金 が高い 」「端末が無 い 」等の理 由による。)

③ 　地域情報 レフ ァレンス サー ビスにつ いてはい くつかの機関 で試み ているが実現化 していない。

表4-・2.日 本 に お け る商 業 ペ ース の 情 報 ネ ッ トワ ー ク

提　　　供　　　機　　　関 分　類 地域経済
分野
製 造 機 関 名
　　(略称)

主　管
省　庁
営　利
非営利

サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者 パ タ ー
ン

に関する

もの

　 　 P

O経済 助通商産i業調査会 '工 業統計表 1

経済統計情報セ

ンター

通　商

産業省

非営利 ・産業連関表

・鉱工業関連各種指数 [禦 産業]

(実 質

的3)

○

・商店名簿 ○

(経 済 統計情報 サービス)

・貿易統計情報 1㈲ 日本貿易振興会 通　商 非営利

(JETRO) 産業省

[㌶ 貿易]

(実質

的3)

㈱ 日本経済新聞 営　利 ・エ ネ ル ギ ー 情報

社
(NEEDS-IEEE) ㈱ 日本経済

'新 聞 情報 新聞社　他 6

(NEEDS-IR)

・一般経 済情報

(NEEDS-TS) 1醐:笥
(NEEDS-MT)

.

(NEEDS-HC)

㈱電通国際情報 営　利 ・地域統計 ㈱電通国際 ○

サ ー ビス (MARK－ 皿、民力) 情報 サービス 2

'NRI/E

・NBER

・FTC　 DATA他

㈲アジア経済研 通　商 非営利 ・各 国貿易データ
/ノ

/　 1

究所 産業省 ・東南ア ジア貿易統計

データ 隠 笠]
(実質

的3)

営　利 ・マク ロ経 済 ・産業 デ ㈱電通国際 4㈱野村総合研究

所
一 夕 情報ナーヒヌ

(NRI/E)
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'

　　1
分野

提　　　供　　　機　　　関
サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者

分　類
パ ター

ン

地域経
済に関
するもの

製 造 機 関 名
　 (略称)

主　管
省　庁
営　利
非営利

圃世界経済情報

サービス

通　商

産業省

非営利 海外経済産業情報 ㈱電通国際

情報ナービス

2又 は

4

㈱ セ ンチ ュリこ一・

　 リサーチ ・センター

　 (CRC)

営　利 世界貿易統計

(CBC-TRADE

　 　 　　 　　 サービス)

5一

〔㈱CRC〕

㈲ 日本統計協会 総理府 非営利 事業所統計

　 メッシュ統計

　　 1

(実 質

的3)

○
'肋日本統計

協会
、　　　　　　　　　　　　ノ

経営 ㈱ 日本興業銀行 一 営　利 企　業　財　務

(興 銀財務)

㈱電通国際

情報ナービス

4

㈱ 日本長期信用

銀行

一 営　利 企 業 財　務

(COMPASS)

〔欝欝

3

人 口 ㈲アジア経済研

究所

通産省 非営利 人　口　統　計

(国 連入口統計データ)

〔:闘

　 1

(実 質

的3)

㈲ 日本統計協会 総理府 非営利 国勢調査地域メッシュ統計 　 1

(実 質

的3)

○

/

肋 日本

　 統計協会
、

市況 農 林 水 産 省 農　林

水産省

非営利 生鮮食料品流通情報(生 鮮

食料品流通情報サービス)

農林水産省 (実 質

的に一

部6)

㈱ 市 況情報 セン

ター

(QUICK)

営　利 株価情報、ニ ュース、為替

情報

(QUICKヒ 汁1)

QUICK 5

(一 部

6)

一

㈱共 同通 信社 一 営　利 ニュー ヨーク市場株価 ㈱電通 国際 .

情報サービス

2

㈱時事通信社 営　 利 株 価 ・債券デー タ ㈱電通国際

情報ナービス

2一
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分野
提　　　供　　　機　　　関

サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者
分　類
パター

ン

地域経
済に関
するもの製 造 機 関 名

　 (略 称)
主　管
省　庁

営　利
非営利

信用 ㈱ 東京 商工 リサ

ーチ

営　利 企業属性 ・財務 ㈱電通国際

情報サービス

4一

㈱ 帝国デ ータ

バンク

営　利 3一 企勤 務'礫 情報　 1㈱ 国デー。

　　　　　　　　　　　1バンク〕

特許 ㈲ 日本特許

　情報 セ ンター

(JAPATIC)

特許庁 非営利 特許情報

(第1検 索 システ ム)

(第2検 索 システム)

JAPATIC (実質

的6)

㈱　 リ　 コ　 ー 営　利 速報、検索、米国特許検

索

(リ コー特許サー ビス)

〔㈱ リ コ ー 〕

5一

文献 特 日本科学技術

情報セ ンター

(JICST)

科　学

技術庁

非営利 科学全 般(理 工学 ・化学

・医学等

(JOISサ ー ビス)

JICST

(実 質

的6)

㈲アジア経済研

究所

通　商

産業省

非営利 投資関係法律 　 1

(実 質

的3)

'翻

、

㈱　 丸　 善 営　利 人文、社会、 自然、応 用

科学(マ ルゼ ンDIA-

LOG検 索サ三 ビス)

㈱丸善

4一

㈱紀伊国屋書店 営　利 速報 ・検索サービス

　 (ASK)

㈱紀伊国屋書

店

4一

科学 ⑰ 日本科学技術

振興財団

科　学

技術庁

非営利 科学技術研究情報

(REGISTERサ ー

ビス)

!　 　　　　　　　　、

㈲ 日本科学

技術振興財

、団　　　　!

　 1

(実 質

的3)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 出所:KIISが 作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和55年2月

次にデータ流通の側面か ら情報ネットワークの形態を表4-3に そって分類すると次のとおりであ

るo

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -26一



■

G

表4-　 3.デ ー タ流通の側面 からみたネ ットワークの形態

分　　類

パターン

デ ー タの 調 査 ・

収集 ・分析 ・作成

テ ープあるいはデー

タベース作成機関

テープあるいはデー

タベース流通機関
利　用　者

1
　　

2
　　

3
　　

4
　
　

5
　
　

6

○

○

○

○

,

　　　○

　　 ○

○

○

○

○

○

○

( )

( )

○ ( )

( )

　 　<分 類パターン>

1.統 計 書 あるいは調査結果 レポー ト等か らデー タベース製造業者がマシン リーダブル なデータ

　ベース等 を製造 し独 自の提供 を行 う

2.ほ ぼ 完全 にデータの流通形態が分業化された場合

3.デ ー タ作成 とデー タベース製造 まで を同一の機関 で行い利用者に提供す る形態

4.デ ー タ作成 とデ ータベース化 を同一機関 で行 う場合で流通業者 を介 してデ ータ提供を行 う場

　　合

5.デ ー タベース の製造 と流通 を同一 の機関 で行 う場合

6.デ ー タの作成 から流通 までを同一機 関で行 う場合

■

　 ㈱通商産業調査会、経済統計 セン ター、㈲ アジア経済研究所、助 日本統計協会等によるネ ットワー

クの形態は分類パ ターンとしては1に 属 する。

　 これは商業ペ ースのデー タ流通 の初期段階に相当 する。

　 分類 パターン3に 属 する㈱ 日本 長期信用銀行、㈱帝国興信所の情報 ネ ットワークの形態は保守、運

用等 の条件 を考える と今後 はより多 く発生 する形態 であろ う。

　 日本の情報ネ ットワーク形態全般 について言 えることは、情報 ネ ットワークに本格的 に流通業者が

介入することが非常に少 ないとい うことである。表4-2に おける㈱電通国際情報サー ビスの

MARK里 、㈱ 日本経済新聞社のNEEDS等 が 本格的流通 業者に相当するが、㊥ 関西 情報 センター

が昭和55年3月 に出 した 「地域的公共データ流通のための研究調査 」に おいて も述べているよ うに

「これ らの企業 は流通 を専門 と している企業 では なく流通業そ れ 自体 で採算性 を確保 することは現在

の日本 では未だ困難 である。 」と言 える。

　 また・2月18日 行 われた当地域委員会 での講演 「情報の利用形態と効果 」の中で 日経の若尾氏 も

次の ように現状を述べてい る。 .

　 「日経における情報 サー ビスは採算性 を目ざ した ものではなく新聞の質の向上 と新聞記者 のレベル
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ア ップを目ざす過程におけるSub　 Productで あ る。 」

4.2.2.行 政 機関におけ る情報ネ ットワークの例

　表4-4は 省庁 におけ る地 域統計情報 の磁気 テープによる地方還元 の例 であ る。

　 このよ うに行政 主体ベース の各関連部局 あるいは行政 機関内 での業務 を通 じたデー タの流通 とい う

点 ではそ の具体例は数 多 く存在 ナる。

　 しか し、省庁 における地方統計情報 の地方還元例か らもわか るよ うに指定統計等の うちの「全 数調

査 」については年 々都道府県 、市町村 か ら原 データ再編加工利用 の要 望が増加 してお り、情報提供の

際 の使用上 の制約、手続 きが問題 となっている。

表4-4.省 庁における地域統計情報の地方還元の例

省　庁　名 還　元　統　計　名 備　　　　　　　　　考

農林水産省 農林業センサス 農林集落調査結果について57年 度一般利用者

(地方公共団体、研究機関、生産者団体)に磁気

テープ提供予定。

通　産 省 工業統計、商業統計、商業動態

統計、商工業エネルギー消費統

計、生産動態統計

行管に包括承認 をとり通産局、都道府県 に磁気

テープ、 あるいは リス ト還元 している。

総　理　府 国勢調査、就業構造基本調査、

労働力調査、事業所統計、家計

調査、全国消費実態調査

原データについては国、都道府県 からの要請に

対 し原課の指導で行管の「目的外使用 」承認を

得るように してい知 公表結果と同 じ集計区分

データについては要請に応 じて磁気テープ還元

をしている。国勢調査と事業所統計について県、

市町村からの要請が多い。

文　部　省 学校基本調査

社会教育調査

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

54年 は集計結果 を各県に還元、55年 度以降

は行管に包括承認を行い原データを各県で処理

目的外使用承認後、原データを神奈川県で処理

厚　生　省 人口動態調査ω

厚生行政基礎調査{Bl

医療施設調査〔A}

患者調査(B)

医療関係者調査ω

社会福祉施設調査{A)

行管に一括 して包括承認をとっている。

A:厚 生省か ら全県に通知 し希望県をっのる

　　 (全数調査)

B:当 該県がほ しい場合申請する。(抽 出調査)

また、表4-5は 通 商産業調査会の もとにある情報セ ンターに よる経済統計 情報 収納磁気 テープの
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提供状況表 である。

表4-5.統 計 情報別磁気 テープ提 供状況

■

49年 度 50年 度 51年 度 52年 度 53年 度 55年 度 56年 度

産業連関諸表

鉱工業各種指数

工業統計表

89

8

8

104

　 8

　 1

80

2

21

115

　 1

27

49

2

32

計 105 116 143 143 83 159 (200)予 測

4

55年 度　提供先Sik年 度別テープ提供状況

　　　　　　　　 (産 業連関表 、工業統計表)

提　供 先 巻　　数

県 3

大学 35

研究所 17

団体 11

情報機関 49

鋤 6

一般企業 13

(還 元 テープ) 25

計 159

●

　情報センターか ら各機関に対 して提供 している磁気テープ本数は年々増加 しているが、磁気テープ

による統計情報提供の問題点として「昭和53年 度地方統計データベースの編成及び運用に関する調

査研究報告書 」では次の点を指摘 している。

材)統 計情報 の磁気テープによる蓄積には多額の経費が必要

　　統計を作成するため に使用 した磁 気テープを提供用に編集 することは技術的にはさほ ど困難 では

　 ないが提 供用 テープ作成 のために かなりの時 間と経費がかかる。

同　磁 気テープの提供には事務的業務 が随伴 する。

　　提 供用マス ター ・テープが作成 され、 これ を転写 して一般に提供するには、①提供磁気テ ープの

規格決定、②テ ープフ ォーマ.ト 等 ユーザ がテープを利用 するための手引 きとなる明細書 の作成・

　 ③ コー ド・ブ ックの作成等の業務 が随伴する。

、
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4.2.5.関 信 越 ・東北地域 におけ る磁気テープ交換状況

　表4-6は55年 度当地域委員会で調査 した磁気テープ交換状況調査結果である。これ らのデータ

交換 は限定 されたデータのみ の交換 を業務ベ ース で行 ってい るもの(特 に国 と県、県 と市)が 多い。

　従 って、特 殊、 定型 的な ものであ り、各種統計、計画策定基礎 デー タ等 のような横割 リデータの交

換は団体等 の交換 で一部見 られるだけである。

横割 リデ 一夕の提 供 を難 しくしている原因 と して統計 コー ドの不整合等データ整備士 の問題が あげ

られ る。

表4-6.磁 気 テ ー プ 交 換 状 況 ■

交換機関名

国　　と　　県

県　　と　　市

金融機関と金融

機関

金融機関と新聞

社 ・交換所

団　体　 と　 国

団 体 と 団 体

金融機関と協会

デ タ 名

米道路情報　米入口動態調査　米農林センサス　米工業統計 国勢調査

自治省統計　学校基本統計　消防々災行政統計

米米工業統計 町丁字別人口調査

企業財務データ、帝国興信所企業情報

株式価格　手形引　 日経時価テープ

鉄鋼政策情報　通関統計

自主統計、各国貿易統計

全国統計マスター

国際経済統計

(55年 度調査結果) 米国→県　　米米県→市

　 4.5.今 後 の課 題

　地域情報ネットワークの現状を調べる中で地域情報の流通を促進するうえでの問題点が明確になっ

た。

① 地域情報流通促進のためのデータ整備、社会制度等基盤形成が未だ不十分である。

② 情報提供業は労働集約型産業であり経費、労力がかさみ採算がとりに くい。

　以下、それぞれの問題について解決 のための諸方策について検討 をする。

4.3.1.共 通利用基盤形成のための諸方策

α}資 料公開の制度化

　　情報公開とプライバ シーの保護問題については各地で討議されているが情報公開(統 計利用と秘

　密保護)に 関 してはまず行政機関が先に取 り組み　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

　 ①　国と都道府県

　　② 都道府県 と市町村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一30一
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■

⑨

　　 ③ 個人(法 人を含む)と 国

　　 ④　値入 と地方自治体(都 道府県、市町村)

　 という4つ の関係について検討 し制度化する必要がある。また、今後は地域統計情報をより整備充

　 実するために「指定統計 」等の「目的外使用 」の条項に対 し統計情報公開の幅をひろげるよう要求

　 することになるだろう。

② 利用 目的に合致 した統計情報の整備

　 仔)統 計コード等の統一化の問題

　　　 主に地方公共団体が作成、整備 している地方統計(独 自に行っている業務統計はもちろんのこ

　　 と省庁で実施する指定統計の地域別集計についても)都 道府県別、あるいは市町村別に見ると次

　　 の ような不整合がみ られる。

　　 ① 統 計データ(テ ーマ)の 不ぞ ろい… あるテーマに関 して調査集計 している機関、 していない

　　　 機関 が存在する。

　　 ② 統計表章地域の不ぞろい・・統 計の集計地域区分あるいは調査対象地域が不ぞろいである。

　　③ 褒章区分(分 類、用語等)の 不ぞろい…統計による業種分類基準のちがい、同種の統計であ

　　　 っても集計項目のちがい、同 じ内容を表わす用語の不ぞろいがある。

　　④　同一調査におけ る時系列的不整合(項 目がかわる)

　　　　 こうした統計表章の不整合は、地域間比較とか県域 を超えたブロック別統計利用面からは致

　　　命的な欠陥となる。今回の調査 からもこの問題点が浮きぼりにされた。こうした現状に対処す

　　　 るためには①地域統計として整備すべき統計項目　②表章形式 ③分類基準概念等の統一化、

　　　標準化が必要となる。

　　省庁 レベルでは、行政管理庁が、昭和54年 度から検討をしている。また経済統計の体系は新

　 SNA体 系により、整備することが望ましいという議論もあるが、地域経済の現状を表わすには各

　地域独自の観点か らの地域特性 を表わす統計資料が必要であり、統一化、標準化との調整をどうす

　るかが大きな課題 の1つ である。

(3}レ ファレンス情報の整備

　　情報の共通利用基盤形成のためにはどこにどういった内容の情報があるかを知 らせるレフアレン

　ス情報の整備が重要である。レファレンス情報の整備にあたっては、まず レファレンスする項目の

　選定が重要である。

　　統計調査目録としての「統計調査総覧」においては統計調査 ごとに次の事項 を収録 している。

　初　国等が行 う統計調査

　　　①統計調査名　②実施機関 ③目的 ④沿革　(鋼 査の構成(調 査票の種類)⑥ 調査対象

　　 (④単位　㊤地域 ◎属性　⇔抽出枠)　 ⑦調査方法(④ 選定　◎客体数　◎配布 ・収集e記

　　入　㊥ 把握時期)　 ⑧周期 ・期 日(④ 周期　◎実施期 日)　 ⑨調査系統　⑩調査事項 ⑪集計

　　方法　⑫表章地域　⑬結果の公表　⑭備考
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閂　地方公共団体が行う統計調査

　　　①統計調査名　②実施機関　③対象選定の方法 ④地域 ⑤調査単位　⑥周期

　　この「総覧 」においては統計調査名を標題として、この統計調査の実施に係る諸事項の収録に重

　点を置いている。今回当地域委員会で行ったレファレンス情報の項目は表4-1の どおりであ り、こ

　の場合は「データの提供に係 る諸事項」を考慮 して設計 した。このように重点をどこにお くかにょ

　 って当然レファレンスする項 目が異 ってくる。

　　次に重点 となるのはレファレンス情報 を容易に得る為の索引の作成である。索引とする項目の決

　定、及び索引項目に関する分類表(コ ー ド)の 作成、分類基準の設定は非常に難 しい。

　　なお、当地域調査では今年度レファレンス情報の収集整備を行った。整備方法(レ ファレンス情

　報項目、分類コー ド表、分類基準)並 びに結果の評価については別冊付属資料を参考にされたい。

4.5.2.サ ービス体制確立のための課題

(1)地 域経済情報サービスセンター(仮 称)設 置

　　地域経済 レファレンス情報 のサービス はコス ト的な面では採算がとりにくい。 しかし今後の企業

　活動、地域行政については重要な機能である。

　　従 って、国のような指導的立場の機関がサービス体制確立のための「投資」をし・自ら積極的に推

　進 ず ることが望 まれ る。

　　 また、地域経済情報サービスセンター設置 を既存組織の拡充強化の方向から考えると当面採算性

　 を目的とせず活動出来る機関ということから公共的性格をもった機関に設置することが望ま しい。

②　連絡会議(仮 称)の 設置

　　利用機関の拡大をはかり情報ネットワークを促進させるために、地域情報センターと利用地域機

　 関を結ぶ「連絡会議 」(仮 称)を 設置する。

　　 「連絡会議 」の対象機関としては当面「地域経済情報ネ ットワーク形成調査委員会 」構成機関と

　 し、将来は県、市町村、商工会議所、銀行、団体等を対象に組織の拡充強化を図る。

　　 「連絡会議 」では、

　　 ① レファレンス情報サービスを運営 していく上での資金、採算性問題

　　 ② レファレンス情報内容の拡充

　　 ③ 利用機関の拡充の方法

　 について具体的に討議するとともに将来にむけて一次情報ネットワーク促進のための方策について

　 も併せて検討する。

㈲　既存の情報センターとの連携

　　 既存の情報センター(中 小企業情報センター、県立図書館等)と は、相互に連絡をとりあい、協

　 力体制を固める必要がある。
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5.　 ま　　と　 め

　本調査は関信越'東 北地域における地域経済情報流通 を促進するために、流通状況の把握、問題点

の分析をし、当面の課題 を明らかにすることを目的として54年 度から進め られてきた。

　情報流通のための基本原則は①利用者のニーズがあること　 ②情報保持者の提供が可能である事で

ありこの2条 件が満たされて初めていかに容易に迅速に安価にその情報を入手するかという情報流通

の問題となる。今年度の調査研究課題である「レファレンス情報サービス」は、本来の情報(一 次情

報)流 通のための補助手段であるが、欠かせない機能であり、今後の経済情勢の変化に対応するため

に、この機能に対する要望が強まると思われる。

　特に地域経済情報については、地方 自治体(県 、市町村)商 工会議所、経済団体等から利用ニーズ

が強 く一次情報の整備とともにレファレンス情報サービス体制の早期確立が望まれ る。 しかしサービ

ス体制の持続的発展については、レファレンス情報の定期的更新、そのためのレフ ァレンス情報収集、

一次情報利用との リンク問題等 々、組織 ・経費面での問題も多く、険しいものといわざるを得ない。

　 また、地域の各機関にアピール し協力を得ることが重要なポイントとなる。レファレンス情報シス

テムの将来構想としては、

　① レファレンス情報 の統計分野の拡大(現 在は経済統計分野のみ)

　② 地域の拡大(収 集 ・提供対象機関の拡大)

　③ 統計以外の刊行物 ・文献等情報サービス

が考えられる。
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　　　　　 地域別情報拠点育成調査(各 論V)

西 日本地域情報拠点形成に関す る調査

　　　　　　(近 畿 ・中国 ・四国地域委員会)
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(1)調 査 の 目的

1.調 査 研 究 の 概 要

　近年、地方におけ る情報 ニーズは高ま りつつ あるのに、その整備 体制はお くれ、情報の東京集 中が

ますます進 んでいるのが実状 である。 このことは、55年 度 当地域調査結果か らも明らかである。

　 しか し、地域 の情報 を最 も必要 と しているのはその地域 自身 であり、 しかもそδ要求 レベル と して

はかな リミク ロなものまでも含ん でいる。そ のため、各地域は情報 源に最 も近 い位置 にいなが ら、情

報流通機能の未整備 のため、情報面 でハ ング リーな状 態にあるとい う矛盾 におちい っている。

　 「地方の時代 」といわれる今 日、活力 ある地域 をつ くるためには情報面 の環境整備が重要課題にな

ってい るとい うべ きだ ろ う。

　そ こで、 このような状況認識 の もとに、地域の情報化 についての具体的方策 を探 るのが本調査 の目

的 である。

　 なお、本調査は55年 度 調査 の継続 である。

②　推進体制

　 3地 域(近 畿、中国、四国)の 通産局を中心に 「西 日本地域情報拠点形成 に関す る調査委員会 」を

設置 して実施 した。また、広島地域におけるケーススタデ ィについては 「広島地域 ワーキンググル ー

プ 」を形成 し、作業 を進 めた。

'

●
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2.　 情 報 流 通 の 実 状

2.1.　 調 査 概 要

　本章は55年 度において実施 した「情報流通に関する基礎調査」の分析をより詳 しく試みたものであ

る。よって調査概要、調査方法 については55年 度報告書 に記載 されているとお りであるが、簡単 に

整理 してお くと次 のようであ る。

　 西 日本地域 においてデータ流通促進を図 ってい くには、①体制整備の問題、②技術 的要件の問題、

③法制度 面の問題等があるが今回の調査 は① のデータ利用体制確 立のためのデータニ ーズに関する問

題について行 い、データ流通 に必要な環 境整備 をで きるか ぎり明 らか にしようとす るものである。調

査は、大阪市、広島市及びその周辺市町村、高松市およびその周辺都市 に所在する企業、公的機関、

団体 に対 し、郵送ア ンケー ト方式 で行われた。以下それぞれ大阪地区、広島地区、四国地区 とい う。

主な調査項 目は次の7点 であ る。

　　① 必要情報、利用 目的

　　 ②　情報収集窓 口

　　 ③ 情報 入手ルー ト

　　 ④　情報 の提供

　　 ⑤ コンピュー タの利用について

　　 ⑥ 地域情報 に関す る問題点

　　 ⑦ 情報 の利用体制 について

　 なお、各地区別 のアンケー ト発送数 と回収結果 は表2-1の とお りである。

●

表2-1　 ア ンケーーート調査 の回収結果

地 区 別 発 送 数 回 収 数 回収 率{殉

広島地区 193 144 74.6

四国地区 149 96 64.4

大阪地区 200 75 375

合　計 542 315 56.3

2.2.情 報 の 収 集

情報収集 の方法 をみた のが表2-2で あ る。

半数以上 の企業(行 政体 を含む)が 本社、支社 の双方 で情報収集 を行 ってお り、 これは各地 区 とも

同様 の傾向を示 している(全 体 で72.7%)。 次 いで本社 で一括 して情報収集 してい ると答 えたとこ
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うが多いが(20.2%)、 支社 で情報収集 していると答えた企業 も7.1%存 在 す る。

　 このよ うに、支社 が情報収集活動に占めるウェイ トは決 して低 いものでは ない。 しか も、情報量 は

今後さ らに増加 してい くもの と思 われ、 支社(=地 域)が 情 報収集 に果 たす役割 はます ます強 くな っ

てい くもの と思われ る。

表2-2　 情報収集の方法

●

　　　 　　 地 区
回 答

広島地区 四国地区 大阪地区 計

本　社　一　括
　 21

(19.4)

　 16

(20.3)

　 14

(21.2)

　 51

(20.2)

各事業所

支　社

　 13

(12.0)

　 　 3

(　 3.8)

　 　 2

(　 3.0)

　 18

(7.1)

本社 ・支社双方
　 74

(68.5)

　 60

(75.9)

　 50

(75.8)

184

(72.7)

計
108

(100.0)

　 79

(100.0)

　 66

(100.0)

253

(100.0)

2.5.情 報 の 需 要

'

(1)情 報種類別ニーズ

　　単純に重要度1位 だけ を見 る と、市場関連情報が最 も高い率 を示 して いる(表2-3)。 しか し、

　 1位 か ら6位 までの順位 を考慮 して相対化す ると、市場関連情報は1位 に あげ る回答が多い反面、

　 そ うでない とす る企業 も多 く、 したがって相対的順位 は2位 になる(表2-4、 図2-1)。 一 方、

　 経済情報 は多 くの企業 が1位 ない し2位 にあげているため、相対的順位 は1位 となる。

　　 相対的順位が3位 とな っているのは企業関連情 報であ り、多 くの企業が1位 か ら4位 の間 にラン

　 ク しているよ うである。ただ し、この3者 の順位 の差はあま りない。

　　 しか し、情報の質には大 きな差 があ るよ うである。経済情報 や、企業関連情報 は多 くの企業がそ

　 れなりに重要 と判断 しているものであるが、市場関連情 報は特定の人のニーズが非常 に強 くあらわ

　 れ、需要先が限定 されている といえる。

　　 広島地区だけを対象に した場合、若干 順位は異 なる。1位 は経済情報で同様の結果 であるが、2

　 位 は企業関連情報、3位 は施策 ・制度情報 であり、市場関連情報 は4位 となってい る。.

　 　 ただ し、市場関連情報は全体 の時 と同様1位 とする企業が多い半面、そ うでない とする企業 も多

　 い ために出た結果である。市場 関連情 報はここでも部分的 ニーズの強いデータとい うことができよ

　 う。施策 ・制度情報 の順位が高 いのは、広島地区 においては情報源 として行政体 のウェイ トが高い

　 ことと関連が ある。
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常に低い順位であるのは技術関連情報、仕入関連情報である。

表2-3　 情 報種類別の ニーズ(重 要度1位)

ぎ コ ー ド 広 島 地 区 四 国 地 区 大 阪 地 区 地　区　計

(経 済情報) 1
　 　 　 32

(26.4%)

　 　 　 24

(25.0%)

　 　 　 14

(19.7%)

　 　 　 70

(24.3%)

(施 策情報) 2
　 　 　 20

(16.5%)

　 　 　 14

(14.6%)

　　　　2

(　 28%)

　 　 　 36

(12.5%)

(企 業関連) 3
　　　 26

(2L5%)

　 　 　 15

(15.6%)

　 　 　 15

(21.1%)

　 　 　 56

(19、4%)

(技術関連) 4
　 　 　 　6

(　 5.0%)

　 　 　 　4

(　 4.2%)

　 　 　 11

(15.5%)

　　　 21

(　 73%)

(仕 入関連) 5
　 　 　 　5

(　 4.1%)

　　　　8

(　 8.3%)

　 　 　 　1

(　 1.4%)

　 　 　 14

(　 4.9%)

(市 場関連) 6
　 　 　 32

(26.4%)

　 　 　 31

(32.3%)

　 　 　 28

(39.4%)

　 　 　 91

(31.6%)

計 　 　 121

(100.0%)

　 　 　 96

(100.0%)

　 　 　 71

(100.0%)

　 　 288

(100.0%)・

●

② 　業種別 ニーズ

　　図2-2は 、 回答の順位 を無視 して、一律 に評価 した ものであ る。この場合、業種間の差異 が大

　 きい情報 としては、仕入関連情報、市場関連情報 、技術関連情報 などがあ る。2.3(1)で 全体的に見

　 た時、 これ らの情報の相対的順位 が低 かったのはこの差異 に起因す る。製造業 あるいは卸 ・小売 ・

　 サービス業(以 下、商業 とい う)で は、6種 の情報間の差は小 さい。

　　 次に順位 を含め て業種間 の差 を見 たのが図2-3で あ る。3地 区計 と広島地区では差 は少 ない。

　 以下に情報種類別 にその特徴 を述べ る。

　経 済情報 一 製造 業 で若干順位 が低 い(4位)が 、他の業種 ではほ とん どが1位 か2位 。業種間の

　　　　　　　差異 は小さ く、 しか も順位 は高い情報 であ る。

　 施策情報 一 製造 業 では最 も低い順位 でしかないが、公務 あるいは公共団体 ではほぼ1位 と同程度

　　　　　　　の2位 であ り、情報 のニーズの強 弱がはっ きり して いる。

　 企業関連 一 全体的 にニーズが高 く、いずれの業種 においても2～3位 である。

　 技術関連 一 製造業、公務 公共団体 で若干高い順位(3～4位)を しめてい るが、お'おむね重要度

　　　　　　　 は低 い。

　 仕入関連 一 いずれ の業種で もニーズは低 い。

　 市場関連 一 商業及び製造 業 では非 常にニーズが高い(1位)が 、他め業種 ではそれ程高 くない。
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表2-4　 情 報重 要 度 ・順位 別度 数 分 布表

ー

⑩

ー

経　済　情　報 企業関連情報 技術 関連情報 仕 入 関 連情 報 市 場関 連 情報

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

広

島

四

国

大

阪

3
地
区
計

1位 32 14 24 70 20 2 14 36 26 15 15 56 6 11 4 21 5 1 8 14 32 28 31 91

2位 29 9 22 60 30 4 11 45 25 10 21 56 20 16 9 45 15 19 16 50 16 13 15 44

3位 19 12 」6 47 16 7 7 30 28 16 29 73 21 15 24 60 12 8 4 24 17 12 12 41

4位 16 11 11 38 17 5 18 40 19 16 14 49 21 7 12 40 17 22 18 57 16 7 14 37

5位 19 14 13 46 16 12 21 49 13 9 5 27 16 13 14 43 19 13 22 54 14 7 9 30

6位 5 9 3 22 24 38 20 82 4 4 5 13 23 8 24 55 28 6 13 47 8 3 11 22

計 120 69 94 283 123 68 91 282 115 70 89 274 107 70 87 264 96 69 81 246 103 70 92 265
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2.4.　 情 報 の 提 供
o

●

●

　情報提供 を行 っている企業は、全体 では62社(19.7%)で あ る。地区別 に見 ると、広島地区は

提 供率が若干 高 く、1/4の 企業 が実施 している。(表2-5)

　 業 種別に情報提供の現状 を見 ると、最 も実施率 の高いのは商業 であり(表2-6)、27.　 1%

(16社)が 実施 している。次いで製造 業で19.4%(37社)が 実施 してい る。そ の他 の業種(金

融 ・公務 ・公共団体)は いず れ も低 い。広島地区だけ をとりあげて もその傾向 は同 じであ り(表2-

7)、.商 業 が高 く、次いで製造業で ある。 また、広島地区 で情報提供 を実施 してい る自治 体はない

(予 定 もない)よ うである。

　 ただ し、具体的な提供内容 としては、行政、組合、本社等に対する定期 的情報が中心 であ り、一般

的 な情報 の提供 という観点 で見 る とまだまだである。

表2-5情 報 の 提 供

■

　　　　地　区

画　答

コ ー ド 広 島地 区 四 国地 区 大 阪地 区 3地 区 計

(行 っ て い る) 1

　 29

(25.2%)

　 　 19

(20.2%)

　 14

(18.7%)

　 　 62

(21.8%)

近い将来行 う(　　　　　　 )

予 定 で あ る

2

　 　 11

(　 9.6%)　 　 　 ∀

　 　 6

(　 6.4%)

　 　 1

(　 エ3%)

　 18

(　 63%)

(行 っていない) 3

　 75

(65.2%)

　 69

(73.4%)

　 60

(80.0%)

　 204

(71.8%)

計
　 115

(100.0%)

　 94

(100.0%)

　 75

(100.0%)

　 284

(100.0%)

●
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表2-6　 業種別に見た情報の提供状況(全 体)

段

段

段

匡
横方向構成比

生数

タテ方向構成比

提供

行 っている 行 う予定 行 っていない 不　　　 明 TOTAL

業種

19.6 5.8 64.9 9.9 100.0

製　造　業 37 11 124 19 191

59.7 61.1 60.8 6L3 60.6

27.1 6.8 55.9 10.2 100.0

商　　　業 16 4 33 6 59

25.8 22.2 16.2 19.4 18.7

9.5 9.5 71.4 9.5 100.0

金　融　業 2 2 15 2 21

3.2 11.1 7.6 6.5 6.7

12.5 0 81.3 6.3 100.0

公　　　務 2 0 13 1 16

3.2 0 　 　 6.4c
3.2 51

14.8 3.7 70.4 11.1 100.0

公 共 団 体 4 1 19 3 27

6.5 5.6 9.3 9.7 8.6

100.0 0 0 0 100.0

不　　　明 1 0 0 0 1
P

1.6 0 0 0 0.3

19.7 5.7 64.8 9.8 100.0

TOTAL 62 18 204 31 315

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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表2-7　 業種別に見た情報の提供状況

(1)広 島 地 　区

　上段

[
　 中段

　下段

横方向構成比

生数

タテ方向構成比

提供

行 っている 行 う予定 行 っていない 不　　　明 TOTAL

業種

20.8 9.1 46.8 23.4 100.0

製　造　業 .
16 7 36 18 77

55.2 63.6 48.0 62.1 53.3

30.8 3.8 46.2 19.2 100.0

商　　　業 8 1 12 5 26

276 9.1 16.0 172 18.1

20.0 20.0 40.0 20.0 100.0

金　融　業 2 2 4 2 10

6.9 18.2 3.3 6.9 6.9

0 0 88.9 11.1 100.0

公　　　務 0 0 8 1 9

0 0 10.7 3.4 6.3

9.5 4.8 7L4. 14.3 100.0

公 共 団体 2 1 15 3 21
.

6.9 9.1 20.0 10.3 14.6

100.0 0 0 0 100.0

不　　　明 1 0 0 0 1

3.4 0 0 0 0.7

20.1 76 52.1 20.1 100.0

TOTAL 29 11 75 29 144

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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② 四 国 地 区

提供
行ってい る 行 う予定 行 っていない 不　　　　明 TOTAL

難
18.6 1.4 80.0 0 100.0

製　造　業 13 1 56 0 70

92.9 100.0 93.3 0 93.3

20.0 0 80.0 0 100.0

商　　　業 1 0 4 0 5

71 0 6.7 0 6.7

0 0 0 0 0

金　融　業 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

公　　　務 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

公 共 団体 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

不　　　明
⑪ 8

0
0

0
0

0
0

18.7 1.3 80.0 0 100.0

TOTAL 14
100.0

　 1

100.0

60
100.0 8

75

100.0

(3)大 阪 地 区

　 　 　 提供

業種
行 ってい る 行 う予定 行 っ て い な い' 不　　　明 TOTAL

製　造　業
18.2

8

42.1

88
50.0

72.7

32

46.4

↑3
50.0

100.0
44
45.8

商　　　業
25.0

7

36.8

10.7
3
50.0

60.7

17
24.6

}6
50.0

100.0
28
29.2

金　融　業 　 6
'　 0

0

8
100.0
11
15.9

8
0

100.0'

11
11.5

公　"　 務

28.6

2

10.5

0

8
71.4

72
8
0

100.O

　 I3

公 共 団 体
33.3
2
10.5

6
0

66.7

t8
8
0

100.0

　 93

不　　　明 8
0

8
0

8
0

8
0

⑪
0

TOTAL

19.8

19

100.0

　 63
100.0

71.9

69

100.0

　 Zl
100.0

100.0
96

100.0
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2.5.情 報 の 利 用

(1)現 状の問題点

　　表2-8に よると、地域情報の流通については各地区 ともほぼ満足すべきである(55.2%)と

　回答 しているが、利用 したいが整備が不十分 との回答率 も28.3%と 高い。それではどのような点

　で不備か具体的内容 をみると、情報の内容では「般企業で、市況情報、賃金や個人消費者情報、企

　業製品固有の需要動向に関する情報などの回答が多 く、公的機関では経済、行政に関する一般統計

　資料の回答が多い。情報の提供体制や検索では、情報所在情報の不備や情報を集中管理 して提供す

　 る公的機関の必要性をい うものが多かった。

■ 表2-8　 情報流通に対する満足度

　　 　 　　 　地　区

回答
コ ー ド 広 島地 区 四 国地 区 大 阪地 区 3地 区 計

(十 分提 供 されている) 1
　 　 8

(　 6.6%)

　 　 1

(　 1.1%)

　 　 1

(　 1,5%)

　 　 10

(　 3.6%)

(ほ ぼ 満足 すべき状態) 2
　 　 59

(48.8%)

　 　 61

(65.6%)

　 　 34

(52.3%)

　 154

(552%)

(利 用 したいのだがあまり整備 されていない) 3
　 41

(33.9%)

　 23

(24.7%)

　 　 15

(23ユ%)

　 79

(28.3%)

(ほ とん ど利用 で きない) 4
　 13

(10.7%)

　 　 8

(　 8.6%)

　 　 15

(23.1%)

　 　 36

(12.9%)

計
　 121

(1000%)

　 93

(100.0%)

　 　 65

(100.0%)

　 2719

(100.0%)

●

●

　情報収集 における問題点 を問 うと表2-9の よ うに、 どこにどん なデータがあるのかわか りにく

い とい う情報所在情報の不備 とい う回答が もっ とも多 く、次に入手 に費用 と時間がかか りす ぎる、

データ提供機関が少ないな どの回答 で、ク リア リング機能に対する要望 は強い。広島地 区は他地区

に比べ、 データ提供機関が少 ない との回答が高 いが、 これは情報に対するニーズの高ま りと提供機

関の整備 の遅 れが相乗 した もの とも考 え られ、広島地区の整備 の必要性が ある。 また大阪地区 では、

入手に費用 と時間がかか りす ぎるとの回答率 が高 く、既存の提供機関の提供 システムを改善す る必

要 がある。その他の欄 で自由に問題点 を起述 した回答 をみ ても広島地区 の場合、地理的ハ ンディ、

デー タバンク機関の不備 に対す る不満、行政資料センターの設置な ど機関整備 に対す る要望が高 い

のに対 し、大 阪 の回答 ではデ一一タの分類 の問題、2次 加工の手間 など、具体的利用上 の問題 が多い。
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表2-9　 情報収集における問題点

　　 　　　 　　 地　区
画　答

■

コー ド 広島 地 区 四国 地 区

　 　 　 　 　 1

大 阪地 区 3地 区計

(ど こに どん なデータがあるのかわか りに くい) 1
　 　 69

(39.0%)

　 　 45i　 42

(417%)1(46.7%)

　 156

(41.6%)

礒 冨、ち 弓 ㌘ 2
　 　 34

(19.2%)

　 　 19

(176%)

　 　 10

(11.1%)

　 　 63

(168%)

(入 手 に 費用 と時 間が か か り す ぎ る) 3
　 　 36

(203%)

　 　 21

(19.4%).

　 　 23

(25.6%)

　 　 80

(21.3%)

(特 に問題 点 は ない) 4
　 23

(13.0%)

　 　 23

(213%)

　 　 12

(13.3%)

　 　 58

(15.5%)

(そ 　　　 の　　　 他) 5
　 15

(　 8.5%)

　 　 0

(　 　 0%)

　 　 3

(　 33%)

　 　 18

(　 4.8%)

計
　 177

(100.0%)

　 108

(100.0%)

　 　 90

(100.0%)

　 375

(100.0%)

●

`

(2)サ ーービス体制

　 　情報 の流通 を促進す るため には、情報地点の形成 と流通体制の確立 は不 可欠であり、各地域 とも

　 情報流通促進化 を進 め るべ きである と考えている。特 に広島地 区 においてはそ の意識 が強 く81.7

　 %の 高い回答率 である。

表2-10　 情報流通促進に関する構想

　　　　　　地　区

回　答
コ ー ド 広 島 地 区 四 国 地 区 大 阪地 区 3地 区計

(羅繋 記鱈 1
　 　 76

(81.7%)

　 　 56

(73.7%)

　 　 40

(74.1%)

　 172

(77,1%)

(必 要　で　な　い) 2
　　 4

(43そ)
　 　 　 　 ,

　 　 10

(13.2%)

　 　 2

(　 3.7%)

　 　 16

(　 72%)

(わ 　か　ら　な　い) 3
　 　 13

(14.0%)

`

　 　 10

(　 13.2%)

　 　 11

(20.4%)

　 　 3タ(
1　5、2%)

(そ の 他 の 意 見) 4 　 　 0

(　 　 0%)

　 　 0

(　 　 0%)

　 　 1

(　 1.9%)

　 　 1

(　 0.4%)

計
　 　 93

(100.0%)

　 　 76

(100.0%)

　 　 54

(100.0%)

　 223

(100.0%)

匂
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●

●

■

　業種別 にみ ると、情報流通の構想 に 日頃業務上関連 のあ る、公務 ・公的団体 ・金融 ・サー ビス業

などで情報流通促進を推進すべ きである、と考えているところが多いが、特定部門 しか関係の ない

製造 業では幾分関心 が低 くなる。最 も関心の高かった広島地区 においてもその傾向はほぼ同様 であ

るo

表2・一一11　 業 種別情報流通促進 の意識(3地 区計)

曄1
横方向構成比

生数

縦方向構成比

　　　　意識

業種

推進すべき 必要でない わ からない そ の 他 N.A TOTAL

建 設 製 造

51.8

99

57.6

　 5.8

11

68.8

14.1

27

79.4

　 0.5

　 　 1

100.0

277

53

576

100.0

191

　 60.6

商業 ・サー ビス

54.2

32

18.6

　 5.1

　 3

18.8

10.2

　 6

17.6

0

0

0

30.5

18

19.6

100.0

　 59

　 18.7

金　　　　 融

57.1

12

　 7.0

0

0

0

4.8

1

2.9

0

0

0

38.1

　 8

　 8.7

100.0

　 21

　 　 6.7

公　　　　務

62.5

10

　 5.8

6.3

1

6.3

0

0

0

0

0

0

31.3

　 5

　 5.4

100.0

　 16

　 　 5.1

公 的 団 体

66.7

18

10.5

3.7

1

6.3

0

0

0

0

0

0

29.6

　 8

　 8.7

100.0

　 27

　 　 8.6

不　　　　 明

100.0

　 　 1

　 　 0.6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.0

　 　 1

　 　 0.3

TOTAL

　 54.6

172

100.0

　 　 5.1

　 16

100.0

　 1α8

　 34

100.0

　 　 0.3

　 　 1

100.0

　 29.2

　 92

100.0

100.0

315

100.0
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(1)広 島 地 区

表2-12　 業種別情報流通促進の意識

段

段

段

上

中

下

ー
横方向構成比

生数

縦方向構成比

　 　 　意　職

業　種

推進すべき 必要 でない わか らない そ　の　他 N.A TOTAL

建 　設1製 　造

45.5

35

46.1

3.9

3

75.0

14.3

11

84.6

0

0

0

36.4

28

54.9

100.0

　 77

53.5

商 業 ・サ ー ビス

65.4

17

22.4

3.8

1

25.0

3.8

1

77

0

0

0

26.9

7

13.7

100.0

26

18.1

金　　　　　融

40.0

4

5.3

0

0

0

10.0

1

77

0

0

0

50.0

5

9.8

100.0

10

　 6.9

公　　　　　務

55.6

5

6.6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

44.4

4

78

100.0

　 9

　 6.3

1公 的 団 体

l
I

66.7

14

18.4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33.3

7

13.7

100.0

21

14.6

不　　　　　明

100.0

　 1

　 1.3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.0

　 1

　 0.7

TOTAL

52.8

76

100.0

　 2.8

　 4

100.0

　 9.0

13

100.0

0

0

0

35.4

51

100.0

100.0

144

100.0

一18一
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●

② 四 国 地 区

　 　 意　識

業 種
推進すべき 必要でない わか らない そ の 他 N.A TOTAL

建　設　製　造
54.3

38

95.0

　 2.9

　 2

100.0

14.3

10

90.9
　 }4
100.0

271
19

90.5

100.0
70

93.3

商 業 ・サ ー ビス

40.0

ζ。

0
0

0

20.0

1

9.1

0

0

0

40.0

2'
g.5

100.0

　 5

　 ^6.7

金　　　　　融
0

0

0

0
0
0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0
0

公　　　　　務
0

0

0

0
0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0
0

公　的　団　体
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0
0

0

0

0

不　　　　　明
0

0

0

0
0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

TOTAL
53.3
40

100.0

　 2.7

　 2

100.0

14.7

11
100.0

　 工3

　 1
100.0

28.0
21
100.0

100.0
75
100.0

(3)大 阪 地 区

　 　 意　識

業 種
推進すべき 必要 でない わか らない そ の 他 N.A TOTAL

建 設　製　造
59.1
26

46.4

13.6

　 6

60.0

13.6
6
60.0

8
0

13.6
6
30.0

100.0
44
45.8

商 業 ・サ ー ビス

46.4

13

23.2

71

2

20.0

14.3

4

40.0

0

9
32.1

　 9

45.0

100.0
28

29.2

金　　　　　融
72.7

8
14.3

⑪
0

0

⑪
8
0

273

.3
15.0

100.0
11
11.5

公　　　　　務
71.4

ξ9

14.3

1

10.0
⑪
0

8
0

14.3

1。

100.O

　 I3

公 的　団　体
66.7

11
16.7

1
10.0

8
0
8
0

一

　 16.7

　　 と。

100.0

　 6,

不　　　　　明 8
0
8
0
8
0

6
0

8
0

⑪
0

TOTAL
58.3
56

100.0

10.4

10

100.0

10.4

10

100.0
⑪
0

20.8

20
100.0

100.0

96

100.0
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　情報流通促進 に関する意 見を集計 してみ ると、製造業 の工場部門ではデー タバンク、情報セ ンタ

ーなどはあまり考え られない との回答で あり
、情報サービス企業では、既 に行 っている。 あるいは

このよ うなデー タサー ビス に提 供機関 として参加 したいな どの回答 があり、公的団体 では情報流通

促進 に強い要 望が記され るなどそれぞれの業種 の情報に対す るニーズ の特色があ らわれている。

　 それではコン ピュータに よる情報提 供システムの利用意向 を、対価意思 も含めて質問 してみ ると

表2-13に 示 され るよ うに安価 なら利用す るとの回答 が最 も高 く61,3%で あ る。 システムの運

営 には充分 な経 済性が要求 されるだろ う。

表2-13　 情報提供 システムの利用 について

　 ・　 ・ 地 区
回 回答

　 　 　 1

-・ 巨 島地区 四国 地 区 大 阪地 区 3地 区 計

(か な り 高 価 でも 利 用 す る) 1
　 　 11

(　 9.0%)

　 　 9

(　 9.7%)

　 　 4

(　 5.6%)

　 　 24

(　 8.4%)

(安価なら利用する) 2
　 　 72

(590%)

　 　 55

(59.1%)

　 　 49

(68.1%)

　 176

(61.3%)

(利 用　 し な　い) 3　　1　　　 28
　 　 　 (230%)

　 　 15

(16ユ%)

　 　 15

(20.8%)

　 　 58

(20.2%)

(そ 　　 の　　 他)
　　 1
4

　 　 11

(　 9.0%)

　 　 14

(　 15.1%)

　 　 4

(　 5.6%)

　 　 29

(10.1%)

計
　 122

(100.0%)

　 　93

(10α0%)

　 　 72

(100.0%)

　 287

(100.0%)

　業種別 にみ ると、高価 でも利用す る意向の割合が高 かったのはやは り情報流通促進 に最 も関心 の

高かった公務である。高価 でも、又は安価 な ら、 あるいはその他(条 件付利用意向 あり)を 併せた

何 らかの情報提供利用 システムの利用意思は、公務、公的 団体 で75%を 超 え る。逆 には っきりと

利用意志 のない ことを表 明 したのは金融機関 に多 く38.　 1%と 高 率 であった。金融機関の情報流通

促進 への関心 が高 いことを考え合せ ると、既に企業間 のオンラインネ ッ トワークの構成な どにより、

コンピュータによる情報利用 は進 んでいると考 え られ、新 たに対価 を支払 って情報 システムを利用

す るには内容 に対 して かなりきび しい要求を持つ こ とを反映 した もの とも考え られ る。情報流通促

進 には幾分関心 の低 か った製造 業 で、 システムを利用す る意思がみ られ ることから、先の情報 の需

要 で もみた ように、特化性 の高 い個別情報 を求 める企業 に とって、 これ らの情報 がマ シン リーダブ

ルな形態で提 供されれば需要 はかなり高 くなることを反映 してい る とみ られる。

　 広島地区 において もほぼ 同 じ傾向 であるが、製造業 での、高価 でも利用する との回答率がやや高

くな っている。

4

,

6
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表2-14　 業種別情報提供 シス テム利用意向(3地 区計)

　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 上段:横 方向構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 中段:生 数
　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 下段:縦 方向構成比

意　向

業　種
力汰り高価でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

6.8 59.7 17.8 6.8 8.9 100.0
建　設　製　造 13 114 34 13 17 191

54.2 64.8 58.6 44.8 60.7 60.6

8.5 57.6 18.6 6.8 8.5
　 　 　 .

100.0
商 業 ・サ ー ビ ス 5 34 11 4 5 59

20.8 19.3 19.0 13.8 17.9 18.7

金　　　　　融
9.5

2

28.6

　 6

38.1

　 8

19.0

　 4

4.8
1

100.0

　 21

8.3 3.4 13.8 13.8 3.6 6.7

12.5 50.0 12.5 12.5 125 100.0
公　　　　　務 2 8 2 2 2 16

8.3 4.5 3.4 6.9 7.1 5.1

7.4 48.1 11.1 22.2 11.1 100.0
公　的　団　体 2 13 3 6 3 27

8.3 7.4 5.2 20.7 10.7 8.6

0 100.0 0 0 0 100.0
不　　　　　明 0 1 0 0 0 1

0 0.6 0 0 0 0.3

7.6 55.9 18.4 9.2 8.9 100.0

TOTAL 24 176 58 29 28 315

100.0 100.0 100.0, 100.0 100.0 100.0

(1)広 島 地 　区

●

■

立
忌　向

かなり高面でも 安価なら 禾1帰 しない そ　の　他 N.A TOTAL

業　種

10.4 51.9 18.2 5.2 14.3 100.0

建　設　製　造 8 40 14 4 11 77

72.7 55.6 50.0 36.4 50.0 53.5

3.8 577 15.4 3.8 19.2 100.0

商 業 ・サ ー ビス 1 15 4 1 5 26

9.1 20.8 14.3 9.1 22.7 18.1

0 30.0 50.0 10.0 10.0 100.0

金　　　　　融 0 3 5 1 1 10

0 4.2 17.9 9.1 4.5 6.9

11.1 44.4 22.2 0 22.2 .100.0

公　　　　　務 1 4 2 0 2 9

9.1 5.6 7.1 0 9」 6.3

4.8 42.9 143 23.8 14.3 100.0

公　的　団　体 1 9 3 5 3 21

9.1 12.5 10.7 45.5 13.6 14.6

0 100.0 0 0 0 100.0

不　　　　　明 0 1 0 0 0 1

0 1.4 0 0 0 0.7

7.6 50.0 19.4 7.6 15.3 100.0

TOTAL 11 72 28 1　 1 22 144

`
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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区地国四(2)

　 　 　 意　向

業　種
が勃商敵 も 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

建　設 製　造
4.3

3

75.0

65.7

46
93.9

20.0
14

93.3

　 牙7
100.0

　 ξ・3
100.0

100.0

70

93.3

商 業 ・サ ー ビス

20.0

1

25.0

60.0

21
20.0

1

6.7

0

0
0

0

8
100.0

　 5

　 6.7

.

金　　　　　融
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

8
0

0

0

公　　　　　務
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

公　的　団　体
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

不　　　　　明
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0　 .

0

0

0

0

0
0
0

TOTAL
　 5.3

　 4

100.0

65.3
49

100.0

20.0

15

100.0

　 5.3

　 4

100.0

　 4.0

　 3

100.0

100.0
75
100.0

区地阪大(3)

　 　 　 意　向

業　種
力痴り高面でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

建　設　製　造
4.5

2

22.2

63.6
28

50.9

13.6

6

40.0

11.4

5

35.7

　 6.8

　 3

100.0

100.0
44
45.8

商 業 ・サ ー ビス

10.7

3
33.3

571

16

29.1

2L4

6

40.0

10.7
3

21.4

0
0
0

100.0
28
29.2

金　　　　　融
18.2

2

22.2

273

3

5.5

273

3

20.0

273

3

21.4

0

0

0

100.0

11

11.5

公　　　　、 務

14.3

1

11.1

571

13
0

0

0

28.6
2
14.3

0
0
0

100.0

　 7
　 73

公　的　団　体
16.7

1
11.1

66.7

13
0

0

0

16.7

}1
0

0

0

100.0

　 6

　 6.3

不　　　　　明
0

8
0

8
0

8
0

8
0

8
0

8

TOTAL

　 9.4

　 9

100.0

573
55

100.0

15.6

15

100.0

14.6
14
100.0

　 3.1

　 3

100.0

100.0

96

100.0
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　そ の他 の条件利用 回答の条件 をみてみ ると、やは り製造業の回答 では、汎用性の高 い一般統計デ

ータが対象 になりやすいデータベースサービス に対 して・企業固有の必要性 を充たす もの との条件

をあげ るものが多 い。そのほ かでは、料金 が無料であること、 あるいは検索の容易性 などの回答が

多か った。

　 次に情報流通促進 に対す る意見 と、実際 の情報 シス テムの利 用意向のクロス集計 を行 ってみ ると

表2-15の よ うで ある。

　 かな り高価 でも、 あるいは安価 な ら、又はその他(条 件付利用)の 回 答 では 情 報 流通 を 促進 イ『

すべ きであるとの回答 の割 合が高 く矛盾 のない結果であるが、 システムを利用 しない との回答 も

11.0%も あ った。一方、情報流通促進 の必要がない とした回答の 中で も安価な ら利用 するが

37.5%、 そ の他条件 付利用 が18.8%あ り、必要 に合えば使 うとい う潜在的 な需要 も多い と考え

られ る。

表2-15　 情報流通促進の意識 と情報提供システムの利用意向(3地 区計)

●

●

段

段

段

上

中

下

〔
横方向構成比

生数

縦方向構成比

利用意向

かなり高面でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

促進意識

76 69.8 11.0 10.5 1.2 100.0

推進 す べ き 13 120 19 18 2 172

542 68.2 32.8 62.1 71 54.6

0 375 43.8 18.8 0 100.0

必 要 で な い 0 6 7 3 0 16

0 3.4 12.1 10.3 0 5.1

8.8 382 471 5.9 0 100.0
‖

わ か ら な い 3 13 16 2 0 34　 i

12.5 74 276 6.9 0 1α81

0 100.0 0 0 0 100.0

そ　　の　　他 0 1 0 0 0 1

0 0.6 0 0 0 03

8.7 39.1 174 6.5 28.3 100.0

N.A 8 36 16 6 26 92

33.3 20.5 276 20.7 92.9 29.2

76 55.9 18.4 9.2 8.9 100.0

TOTAL 24 176 58 29 28 315

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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(1)広 島 地 区

　 　 利用意向

促進意識
が効 周面でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推 進 す べ き
5.3

4

36.4

69.7

53

73.6

13.2

10

35.7

9.2

7

63.6

2.6

2

9.1

100.0

　 76

　 52.8

必 要 で な い

0

0

0

25.0

　 1

　 1.4

75.0

　 3

10.7

0

0

0

0

0

0

100.0

　 4

　 2.8

わ か ら な い

15.4

2

18.2

46.2

6

8.3

30.8

4

14.3

77

1

9.1

0

0

0

100.0

13

　 9.0

そ　　の　　他
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

N.A

9.8

5

45.5

23.5

12

16.7

21.6

11

39.3

5.9

3

273

39.2
20

90.9

100.0

51

35.4

TOTAL

　 76

11

100.0

50.0

72

100.0

19.4

28

100.0

　 76

11

100.0

15.3

22

100.0

100.0

144

100.0

(2)四 国 地 域

　 　 　利用意向

促進意識
が勃 高面でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推 進 す べ き

5.0

2

50.0

80.0

32

65.3

10.0

4

26.7

5.0

2

50.0

0

0

0

100.0
40

53.3

必 要 で な い
0

0

0

50.0

1

2.0

0

0

0

50.0

1

25.0

0

0

0

100.0

　 2

　 2.7

わ か ら な い

　 　 　 　 ・　　　」

9.1

1

25.0』

9」

1

2.0

72.7

8

53.3

9.1

　 1

25.0

0

0

0

100.0

11

14.7

そ　　の　　他
0

0

0

100.0

　 1

　 2.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100.0

　 1

　 1.3

N.A

4.8

1

25.0

66.7

14

28.6

14.3

3

20.0

0

0

0

14.3

　 3

100.0

100.0

21

28.0

TOTAL

　 5.3

　 4

100.0

65.3

49

100.0

20.0

15

100.0

　 5.3

　 4

100.0

　 4.0

　 3

100.0

100.0

75

100.0
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㈲　大　阪　地　区

●

、

　 　 　 利用意向

促進意識
力痴り高価でも 安価なら 利用 しない そ　の　他 N.A TOTAL

推 進 す べ き
12.5

7

778

62.5

35

63.6

8.9

5

33.3

16.1

9

643

0

0

0

100.0

56

58.3

必 要 で な い
0

0

0

40.0

4

73

40.0

4

26.7

20.0

2

14.3

0

0

0

100.0
10

10.4

わ か ら な い

0

0

0

60.0

6

10.9

40.0

4

26.7

0

0

0

0

0

0

100.0

10

10.4

そ　　の　　他
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

N.A

10.0

2

22.2

50.0
10

182

10.0

2

13.3

15.0

3

21.4

15.0

　 3

100.0

100.0

20

20.8

TOTAL

　 9.4

　 9

100.0

573

55

100.0

15.6

15

100.0

14.6

14

100.0

　 3.1

　 3

100.0

100.0

96

100.0

■

●

　以上 か ら、データベース サー ビスの需要先 として、収録す るデータによって、汎用的一般統計情

報 と しては公務、公的団体(こ れらは提供す るデータの プロデ ューサで もあ る)あ るいは企業 の企

画情報 部門があげ られ、特異性 の高い固有情報 では企業、情報 サービス業 があげ られ る。後者 では

かなりの対価意思 の うら付けがある。

　 データベースの整備 については妥 当な利 用料金、検索の容易 さなど経済性、技術双 方か らの配慮

が必要 であるが、データは蓄積 して整備 されれば利用 されやすい とい う供給 が需要 を喚 起す る特性

もある。先 の情報 流通促進の意識 と情報提 供 シス テム の利 用 意 向(表2-15)で もそ の傾向は

少 し出てい るようであり、需要 の把握 とともに、地道なデータの蓄積 を先行 して行 う必要 がある。

2.6.　 ま　 と　 め

　 以上 の個別分析 の結果 を、西 日本情報拠点形成 のための課題 とそ の方向を探 る とい う視点 か ら総括

してみ る。

　 地域情報 の流通 については各地区 とも満足すべ き状態 であ るとす る割合が55.　 2%と 高 いが、利用

したいけれ ども情報内容 あるいは収集 のため のシス テムが不備 であるとする割合 も28.3%と 高 くな

ってい る。特 に情報収集 に関 して、情報所在 情報 の不備 を指摘する ものが最 も多 く、次 いで入手の費

用 と時間 が掛 り過ぎる、データ提供機 関が少 ないとするものが多いなど、情報 のク リア リング機能 の整

備 に対す るニーズは極め て強 いといえ る。

　 地区別 にみてみ る と、広島地 区 で特 にデータ提供機関が少 ない とす るものが多 いが、 これは情報 に
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対す るニーズ の高 まりと提供機関の整備の遅れ が相乗 した もの と考え られ、広島地区における整備の

必要性 が高 い といえ よう。このこ とは、情報 の流通 を促進すべ きであるとす る ものが、広島地区にお

いて特に多い(81.7%)こ と、 あるいは情報収集 におけ る地理的ハンディを訴え るものが あること

に も裏 付け られている。また、大阪地区 では、情報 の入手 に費用 と時間 が掛 り過 ぎるとす るものが多

い、あるい はデータの分類 の問題、2次 加工の手間 を問題 指摘す るものが多いな ど、情報 の具体的利

用上の問題 が多い といえ よ う。一方、四国地区 では、情報サービス業、 ソフトウェア業は皆無 に近 く、

情報処理 サー ビス業 も対全 国比が1%～2%に 過 ぎず、 四国の経済水準 がおおむね2.5%～3%に 比

べ ると弱体 といわ ざるを得 ない。にもかかわ らず、地域情報 の流通 に関 しては、 「ほぼ満足 すべ き状

態 」であるとす る ものが65.6%と 大 阪、広島の両地 に比べ て高 くなっている。 これ らのことか ら四

国地区 では、今の ところ積極的に外部情報 を活用 しようとする動 き、ニーズが他2地 域に比べてかな

り低い もの といえよ う。

　 この よ うに、3地 域 は、情報関連機関、並 びに情報 の集積 の度合、及び利用す る側 の情報 に対す る

意識(ニ ーズ)な どの点において大 きく隔た りが ある と判断 され る。従 って、西 日本情報拠点 の形成

にあた っては、3地 域 を同時並行的 に実施する とい うよ りも、3地 域の情報 ネ ッ トワーク形成 を前提

としつつ も、各地域 の実情 を充分に踏まえて、地域毎 の情報核(拠 点)の あ り方 を検討 する ことが先

決で あろ うと考 える。

　 以上 のこ とが らに鑑 み、本年度の調査 においては、 データニーズの高 まりにもかかわ らず 、その提

供機関等体制整 備の遅れというギャップが調査か ら浮 きぼ りにされた広島地区 に焦点 をあて、広島にお

け る情報流通 の促進 につ いて調査研究 を進 めることとした。 これ らにつ いては、次章以 下にま とめた。

●

ρ

'
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5　 情報サー ビス機関の実状

5.1　 広 島地 域 にお け る情 報 サ ー ビス機 関 の実 状

5.t.1'情 報 サー ビス機関の範囲と地域情 報の限定

　 日本標準産業分類 による「情 報サ ービス業 」の範囲 を見 ると、次のよ うになっている。

サービス業(大 分類)

'情 報 サー ビス ・調査 ・広告業(中 分類)

　 　情報 サ ービス業(小 分類)

　 　　 ソフ トウェア業(細 分類)(主 と して企業経営を対象 としてコン ピュータの プログ ラムの作成

　　　　に関 し調査 ・分析 ・助言 などを行 う業)

　 　　情報処理サー ビス業(細 分類)(コ ン ピュータなどを用 いて委託 された計算 サービスまたは、

　　　　パンチサー ビスな どを行 う業)

　 　　情報提供サー ビス業(細 分類)(各 種 のデータを収集 ・加工 ・蓄積 し情報 と して提供す る業)

　 　　その他 の情報サ ービス業(細 分類)(市 場 調査 ・世論調査 ・実態調査 ・計画予測などのよ うに

　　　　上記 に分類 されない情報 サービス を行 う業)

　 この うち、情報提供サー ビス を主体 と してい るものは、情報提 供サー ビス業 とそ の他の情報 サービ

ス業である。そ こで、今回の調査 は、情報提供サ ービス業 とそ の他の情報サ ービス業 を中心に考え る

ことと した。また、 この他 にも情報提供が主 でな くても付随的 に情報の発生 、蓄積、提 供を行 ってい

る機関が あるので、これ らの機 関 も含めて考え ることとした。仮 にこれ らを「情報提供サービス機 関 」

と呼 ぶ こととす る。組織形 態 としては民間企業、団体のほか官公庁 も情報 提供 サー ビス機関に入 る も

の として扱 った 。

　 また、情報 の種類 にっいては、 「地域経済情報 」を中心 に考 え ることとした。地域経済情報 は汎用

的 な一般経 済情報 か ら、特 殊な業界 まで幅広 く存在す るが、後者 の うち特 に企業が 自ら経営政策上 、

企業戦略 として収集 している情報は秘扱いの情 報が多 く流通 にはなじまない ので、 ここで扱 う地域経

済情報 は、地域 の一般的 な経済情報、業界情報 でもある程度一般的な流通 可能な情報 を対象 として想

定す ることとした。(表3-1参 照)

　 このよ うな地域情報 の中 には、地域で調査集 計公表 される もの と、全国ペ ースで集計公表 され るも

の とが あるが、 これ らはいずれ も地域情報 と考 えた。また、地域経済轍 大 コンピュータ媒体に乗るもの

も、それが難 しい もの も、一応両方 を含めて考 え ることとした。調 査のエ リアは、広島地域 に限 った。

広島地域 とは、広島市だけ でなく、周辺町村 も含めた広域広島都市圏 とした。
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表3-1　 主要な地域経済情報

調　　 査　　　・　　 統　　 計　　 名 頻　度 公 表 機 関 名

〔鉱エ業 〕

鉱工業生産、出荷、在庫、在庫率指数 毎　月 広島通商産業局、各県

工業統計 毎　年 通商産業省、各県

主要鉱エ業製品生産、出荷、在庫状況 毎　月 広島通商産業局、各県

鋼造船受注、竣工、手持工事量 毎　月 中国海運局

生 コンク リー ト出荷、原材料消費 実績 四半期 広島通商産業局

〔農林水産業 〕

農林業 センサス 5　 年 農林水産省

農畜産物生産、出荷量統計 毎　年 中国四国農政局

生産農業所得 〃 〃

生産林業所得 〃 〃

主要林材の生産量 と輸 ・移入量 〃 〃

漁業生産量及び生産額 〃 〃

漁業 センサス 5　 年 農林水産省

〔建　設 〕

建築動態統計(着 工建築物) 毎　月 建設省

公共工事着工統計 〃 〃

公共工事請負金額 〃 西日本建設保証㈱

〔運輸、通 信 〕

府県別自動車保有台数 毎　月 運輸省

国鉄旅客貨物輸送実績 〃 各鉄道管理局

民営鉄道 ・旅客自動車輸送実績 〃 広島陸運局

電報、電話利用状況 〃 中国電気通信局

空港輸送量 〃 各空港事務所

海上輸 ・移出入貨物 毎　年 運輸省

船舶乗降人員 〃 〃

倉庫入出庫高 〃 中国海運局
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調　　 査　　　・　　 統　　 計　　 名 頻　度 公 表 機 関 名

〔商　業 〕

商業統計 3　年 通商産業省、各県

新車登録台数 毎　月 運輸省、 自動車販売協会

大型小売店販売概況 〃 広島通商産業局

石油製品販売量 〃 石油連盟

青果物、水産物、加工食品取扱高 〃 各市(卸 売市場)

輸出入通関額 〃 各税関 ・　 、

貿易統計 毎 年 広島通商産業局、各県

〔労　働 〕

'　　　　,

職業安定業務統計 毎　月 各県

毎月勤労統計地方調査 〃 〃

〔物　価 〕

消費者物価指数 毎　月 各県

卸売物価指数 〃 広島商工会議所

〔金　融 〕

金融機関預金貸出 毎　月 中国財務局

日銀券発行還収 〃 日本銀行各支店

国庫金受払 〃 〃

地銀等の貸出約定平均金利 〃 中国財務局

中小企業向貸付状況 〃 商工中金、国民金融公庫

中小企業金融公庫

手形交換高及び不渡手形 〃 各手形交換所

企業整理倒産状況 〃 ㈱東京商工 リサ ーチ、帝

国データバンク

郵便貯金高 〃 各地方貯金局

農協預金、貸出残高 〃 各県信用農業協同組合
、

〔エ ネ ル ギ ー 〕

電灯電力需要実績 毎　月 中国電力㈱

大口電力需要実績
〃 〃

一29一
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調　　 査　　　・　　 統　　 計　　 名 頻　度 公 表 機 関 名

〔人 　口 〕

市町村別人口移動統計調査 毎　月 各県

住民基本台帳にもとつ く入口統計 毎　年 自治省

国勢調査 5　 年 総理府

〔そ の他 〕

設備投資状況調査 年2回 日本開発銀行広島支店

県民所得統計 毎　年 各県

事業所統計 3　 年 総理府

観光客動態調査 毎　年 各県

■

●

5.1.2.広 島 地域の情報 サービス機関の実状

(1)概 　 要

　　情報提供サービス業、そ の他 の情報 サ ービス業 としては、(特)日 本科学技術情報センター中国

　支所(JICST)、 ㈱ 東京商工 リサーチ広島支店、㈱帝国 データバ ンク広島支店 等がある 。

　　地域情 報提供サ ービス機 関 と しては、 これ らの機関のほか、官公庁、広島 商工 会議所、㈱ 中国地

　方総合調査会、広島県 中小企業 情報センター(㈲ 広島県産業振興公社)、 ㈱広島地域社会研究 セン

　 ター、JETRO広 島 貿易情報 センター、 中国地方生産性本部、㈲ 広島経営 サー ビス センター、㈲

　発明協会広島県支部、 中国新聞社、 日本銀行広島支店、 日本開発銀行広島支店、中国電 力㈱ 経済研

　 究所等が ある。 なお、 日本標準産業分類 によるソフ トウェア業、情報 処理サ ービス業 は、広島地域

　 に㈱ ヰ国計算 センター等29社 が あるが、 これ らは、いずれも情報提 供サー ビス は行 っていない。

　 提供 してい る情報 の内容 については地域 の汎用的 な経済情報 を収集 ・提供 しているもの(㈱ 中国地

　 方総合調査 会、 中国電力㈱経済研究所 等)と 、機関の専門的分野の情報 を提供 しているもの

　 (JICST、 　JETRO等)と 様 々であるが、 どち らか とい うと機関数 では後者の形 の ものが多

　 い。汎用情報 を収集 ・提 供 してい る機関 につ いてみ る と、社(組 織)内 利用が主 目的 で、それに付

　 随 して情報 を収集、整理 し、あわせて提供 してい るとい う状態 で、広島地域 ではも っぱ ら地域経 済

　 情報 を収集 し、 これ を提供 してい るとい う機関は現在の ところない。

　　 また、各機関 の相互 の連携 についてみ る と、 「統計業務連絡会議 」(広 島地方裁判所外23機 関)、

　 「専門図書館協議会、中国地区協議会 」(岡 山県議会図書館 外26機 関)等 があるが、事業活動の

　 内容 は、統計 資料叉 は、 出版物の紹介等で実質 的に情報 交換 をす るまでには至 っていない。広島地

　 域の情報 のネ ットワーク を目標 に考え ると情報提 供サー ビス機関相互 の連携 は、まだまだ十分 とは

　 いえ ない状況 にある。

　　 これらの機関 の情報 の整理 は文書 による ものが ほとん どであ り、コンピュータ処理がなされ、提供 され
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ている ものは ごくわず かである(電 算処理 がなされてい るもの=・　JICST、 ㈱ 東京 商工 リサーチ)。

　 なお、広島地域におけるコン ピュー タ導入状況及び、情報サービス業の状況については表3-2

に示 した とお りである。

　　　　　　　　　　　　　 表3-2　 広島地域のコンピュータ導入利用状況

(1)地 域(局)別 汎用コンピュータ実働状況

(セ ッ ト数)

局　　　　　別 51/3月 末 56/3月 末 56/51
1

札　　　　　幌 1,113 3,112 2.80

仙　　　　　台 L389 3,719 2.68

東　　　　　京 16,018 41296 258

名　　古　　屋 3,454 8,284 2.40

大　　　　　阪 8256 18,955 2.30

広　　　　　島 1β11 4,318 238

鳥　　　取 (　 75) 189 2.52

島　　　根 (　 72 214 2.97

岡　　　山 (374) 847 2.26

『
広　　　島 (1,013) 2,459 2.43

山　　　口 (277) 609 2.20
,

四　　　　　国 768
、

　 　 　 1,968 2.56

福　　　　　岡 2,072 5,855 2.83

沖　　縄　　他 424 716 1.69

全　　　　　国 35,305 88,223 2.50

※ 全国平均伸び率以 下(2.　 38倍)の 低 い伸び である。

　　 (通 産 省電子計算機納入 下取調査 による)
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②　 コン ピュータの通商産業局別利用状況

(単 位:台 数比率:%)

区 分 設　　 置　　 状　　 況 比　　　　　　　　　　率

局別 企　　業　　数
コン ピュータ

設 置 状 況
企　　業　　数

コン ピュータ

設 置 状 況

札　　　幌
'198

601 3.6 3.8

仙　　　台 266 534 49 3.4

東　　　京 2,501 8,672 45.7 55.0

名　古　屋 580 1,243 10.6 79

大　　　阪 1,100 2,950 20.1 18.7

広　　　島 290 625 5.3 4.0

四　　　国 171 318 3.1 2.0

福　　　岡 328 763 6.0 4.8

沖　　　縄 38 60 0.7 0.4

計 54721　 ・5766
　 　 }

100.0 100.0

●

零

局
　

別

　 　　 　型　別

企業規模別

集　計

企業数
合　計

大 型 中　型 小　型 超小型

小　計 小　計 小　計 小　計

広
　
　
　
　

島

計 290 625 51 143・ 217 214

不　　　　　明

大　　企　　業

中　堅　企　業

ヰ　小　企　業

52

48

105

85

139

148

234

104

4

39

8

0

25

38

52

28

50

36

72

59

60

35

102

17

※全体的には、他の地方地域に類似 したものである(経 済規模的にも相対的ウェイトを占る)が 中

小企業の保有数が高い傾向を示 している。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (通産省情報処理実態調査による)

●

■
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項　　　　目 全　 国 広島 東　京 大阪 福岡 香川

事　業　所　数 50年

54
,

1,276

1,761

32

42

514

786

160

180

25

47

5

8

従 業 員 数150
　 　 　 　　 　 1

　 　 　 (人)154

57164

90,732

984

1,432

2τ903

50,743

7138

8,840

918

1,538

　 159
、

　 257

年 間 販 売 額

　 　 (百万円)

50

54

275,090

596,613

3,965

7396

153,446

356,036

33,803

58,965

4,179

9,172

578

1,394

1人 当販 売 額

　 　 (万 円)

50

54

481

657

403

516

550

701

474

667

455

596

363

542

(3)都 道府県別情報サービス業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(参考)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (通産局別)

　(参 考)　 広島県内の情報サービス業分布(42社)

　　　　　　1徹i勤 各・社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (通 産省特定サービス業実態調査による)

(4)情 報サービス業の広島県、岡山県、山口県の販売先(額)(54年)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位100万)

55年 全 国

1,731

93,271

669β44

718

　　 　 　 県別販売地域 広島県　 7396(42) 岡 山県　 4,418(15) 山口県　 　 1,998(3)

北　　海　　道 0 0 0

東　　　　　北 8(宮 城 　　 8) 0. 0

関　　　　　東 145(東 京145) 243(東 京243) 0

中　　　　 京 78(愛 知 　 78) 0' 0

近　　　　　畿 146(大 阪146) ・・9鴎3!;) 0

中　　　　　国 6930衛ll/ a626/　 38
135

L970/
l/

岡山　 175 3,199 0

/:∵i:ノ /251 /、,61ノ

四　　　　　国 39(慧31: 76(書籍ii) 2(愛 媛　 2)

九　　　　　州 12(福 岡　 12) 0 26(福 岡26)

一33一
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(5)情 報提 供サ ービス業の推移(全 国)

　　　　　　　 年項目 50 51 52 53 54

事　　業　　所　　数

回　事　 業　所　数

年　間　 販　売　額
'
対情報サービス全体比

　 163

　 256

14,376

　 5.2

　 133

　 221

12,057

　 3.9

　 　 47

　 278

23,811

　 　 58

　 159

　 302

2ZO69

　 　 5.9

　 163

　 293

31,604

　 9.2

※販売額単位100万 円　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 (　 163社 　 30,187)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(通産省特定サービス業実態調査による)

(6)情 報提供サービス業務県別集計表(50、54年 延数)

項　　　目 年 全　国 広　島 東　京 大　阪 福　岡 香　川

事 業 所 数(A} 50

54

256

293

3

3

147

172

37

30

3

4

0

1

年間販売額(B)

　 　 (百万円)

　 Oは 全国比

50

54

(1000)

14,376

(100幻

31,604

《0.1)

19

(0.4)

111

(75.8)

10β95

(81.7)

25,831

(11.4)

1β32

(8.6)

2,714

(0.7)

　 18

.(0.6)

　 176

(一)

X

(一)

0

5社 当販 売 額
　 　 (B/A)

50

54

56.2

1079

6.3

37

74.1

150.2

44.1

9α5

32.7

44

0

一

(参 考)
　 工業出荷額

　 対 全 国比

50

54

100.0

100.0

3.2

2.9

&9

8.6

9.6

9.1

28

2.7

0.9

一

(通産省特定サービス業実態調査による)

(7}各 種調査業務県別集計表(50、54年)

項　　　目 年 全　国 広　島 東　京 大　阪 福　岡 ・香 　 川'

事 業 所 数(A) 50

54

255

330

2

2

151

207

42

39

4

6

0

0

年間販売額(B) 50

54

22,237

39,319

X

X

3ρ78

28,603

4,449

3,597

229

605

0

0

事業所当販売額
　 (B/A)

50

54

872

119.1

『

一

26.0

138.2

105.9

972

573

100.8

0

0

囲　 ⇔ 日本科学技術情報センター中国支所を含 んでいる。(通 産省特定サ一一ビス業実態調査 にょる)
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②　各情報提供サービス機関の現状

　　広島地域に所在する情報提供サービス機関のうち、主な機関の現状、課題、将来計画は、次のと

　おりである。

　　 なお、これらの機関の概要は、表3-3の とお・りである。

　① ㈱中国地方総合調査会

　　　中国地域のシンクタンクとして、社会、経済、地域開発等の幅広い分野における調査を行 って

　　おり、調査活動を通 じて収集 ・蓄積 した情報を、会員及び行政機関を中心に提供している。また専

　　門図書館協議会の中国地区資料 センターとして、約27,000点 の各種資料を備え閲覧に供 して

　　いる。 しかし、現在コンピュータの導入及びコンピュータによる情報蓄積(デ ータベース)は な

　　 く、情報の管理は専 ら人的管理 によっているのが現状である。レファレンスサービスには意 を用

　　いているものの、資料の収集 ・整備については、運営資金上の制約から充分とはいえない実状で

　　ある。

　　　今後の課題 としては、大規模(高 度)な 調査に対応できる体制の整備 と情報処理機能の強化、

　　資料センターの充実等があげられる。

　② 広島県中小企業情報センター(勧 広島県産業振興公社)

　　　広島県内の中小企業者への情報提供を目的に設立された機関であり、地域の情報と中小企業事

　　業団からの情報を中心に、技術情報 を含め、情報提供を行っている。独 自情報としては、訪問調

　　査の『中小企業動向調査』(毎 月)の 他、各種の書面調査 を行 っている。情報提供としては、機

　　関紙 『企業情報 』(経 営編2,500部 、技術編4,000部)と 個別情報相談が中心である。

　　　今後の方向 としては、端末機設置により中小企業事業団等の情報検索機能を強化すること(57

　　年度予定)、 地域情報の収集 ・整備に努めることにしている。

　③ ㈱広島地域社会研究センター

　　　広島相互銀行創立50周 年記念事業として設立(52年 基金1億 円)さ れたもの。大学関係者

　　 を始めとするボランタリー方式で、地域社会経済に関する調査への助成活動をしている。また、

　　地域社会研究会等、地元有識者による「ブレーン情報 」交換による地域問題の分析等を行ってお

　　 り、いわば「地域サロン」的役割 も果 している。情報収集面では、地域の文献、新聞記事のファ

　　 イルを中心に行 っている。今後の計画としては人材 リス トの作成(56年 度情報提供機関名簿作

　　成)を 行い、将来は規模拡大、コンピュータを利用した情報検索を行いたいとしている。

　　　以下の情報提供機関は専門情報の提供であり、基本的には本社(部)の 地方窓口である。

　④　 JETRO広 島貿易情報センター

　　　 JETRO(本 部)の 広島地域の窓口として、活動 も貿易相談に対する海外市場の状況に関す

　　 る情報提供(斡 旋及びPR活 動)で 独自の情報収集等は行っておらず、またその計画 もない。

　⑤JICST中 国支所

　　　科学技術に関する情報提供(デ ータベースJOISに よる文献検索)を 業務としているが、そ

　　の方法としても各ユーザ が公衆 回線を使用 したオ ンライン利用が増加している。同支所 も
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表3-3.広 島地域 に存在する主な情報提供機関の実態 と将来計画

名　　　　　称 設 立 機　　　　　　　能' 職員数

1

コンピュータ導入有無 資料保有数　 　 　 　 　 　 .
機　関　紙 将　　来　 　計　　画 備　　考

「「同法 八

1川 ・1地川 ぷ合渦?桧
s

87.10

　 　 　 、

`1日目1直方 び)む'イ…、　丞f↓斉を'1',L・ と

一∫る 調 イ匿研 究

(受 託 調 査)

13 無 2万7000冊

中国地方総合副査

月節(月 刊)

1壱e、 質の向上

ユー ゾの私大

固定的財源の確保
金 員　 12211.

広l/し中 小 企 発 情C}セ ⊇'

夕 ・'
S
55.7

中小 企業者に対する佃8噺 柑相

談

経11t情{贈・の提供

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,・

.

　 5 　　　無

・'

3000冊

　企業情 報

　　　　(川 町)

　 　 　 -一 ・.

　 5?年 端 ヨ三機 設散(情 報検 索)予

　 定

　 明方ト企」☆1児{系U1体θ)イ＼ソ　ト　ワーーク　　'

　 w珊 の川 遊

,

制 坑 法 人

1・レ1.∩"::{「4毛川i'けu・ヒ ン

ク ・一中 国 ム.li'

　 　 (JICST)

s
48.IO

H学 技術 文献前 轍 少一 ビス ・

(プ 一夕ベ…　 7JO　 】　Sジ){哀ヌ…) 4
　　 無

u:蔦水繊・川

　 .

賢相1録 等

　 一

　判学技術 文:献速報

　　　　(月llD

_一 ひ 一,…

　 地学]"学 情 報→ 医学 情 報、経 営

　情 報 と臼」!1川内で 範囲を1広 大'Tる

　 (地 方でけ提 供のみ 行 う)

"一　 一

i}4こ貿 易励 瞭

広島情 搬 ゼ ンタ→'

　 　 {Jk)TRO)

s

52.10

加 川1訣 、 貿易 情 相

(∬」」クlfii場ぴc己提恨 ヅ'一一ビ ス) 4

　 　 無

(本liじ　 ↓・1)

約150011‖

1画商 ム柑

　 　 　 (Hl'|D

海外ll喝

　 　 　 (封 目D

-・ ・一

牛}Kな し

b}助 会 員

　 　 　60}1;

全国50{}0{⊥

川;ll法 人

広 川 似t除O院 ・ピン

ク　'

S
52.4

地元知識人の参加による地域問

題の解決良ぴ関係情ぴの提供

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

3 無 700011嘘

　 　 　 　 一

広島人

　　　(年2回)

情 報調 査 ・{人材(ノ ツハ ウ)の 調

査 を行 う

コンピュータ によ る情 報検 索の 整備

・ ・

日、人裂 目

肺 げ 一ーータパ 〃 広島

支n.
M38

企 業く1;爪調i'ζ川1「1{8提供)

　 　 　 　 　 　 L-　 　 　 　 ..「

　　 (COSMOS)
29

　 　 無

(一4i'　1ヒ1-i)

一.

ψ国情 梱

　　　(隔 月)

57年 オフコ ン尋 人 支lt情 報の分

σ1、管 理へ い ク ・分 析)情 聾 提

t貝`り6・}里イヒ　(　ヵ一　ド式　)

県内1.万3:f'it分

金国20万tl:

株式会{t

メ{}}1:商τ リター ナ広島

☆:社.

S
27.4

　 1司　　　　　上

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 `、　 一.「 一

(TOSIIOCOMPASS)

'　 30
　　無

(端 ホ関:r)

'一

興信特報
特になし

(情 報P熔 の光炎)

管内2万 社分

金囚20万1上

■ ウ φ '
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　　 JETRO広 島 貿易情報 セ ンター同様、支所 としての情報収集等の活動 は行 っていないが、今後

　　 は、 ライ フサイエンス、経営情報 に関す るデ ータベース の開発等分野 の拡大 を行 いたいと してい

　　 るo

　 ⑥ ㈱ 東京商エ リサ ーチ広島支 店、㈱帝国 データバ ンク広島支店

　　　 民間調査機関 としてデ ータベース による企業信用情報 の提供並 びに行政機関、報道機 関に対 し

　　倒産状況 に関する情報 を提供 して いる。なお、㈱帝国データバンクでは57年 度に もオフコンを

　　導入 し、企業情報の ミク ロ分析 等 を行 うことと している。

3.1.5.ま とめ

　 広島地域の情報提供サー ビス機関 の現状 を総括的に述べ ると、現状としては、コンピュータ導入による本

格的取 り組 みまでには至 ってお らず、規模や情報 処理能力が小さ く、情報 の収集 、加工 ・蓄積 とい っ

た処理機能が低 くニーズ があって も十分対応 できる状態 ではない といえ る。

　 これ は1つ には、広島地域 での情報 に対するニーズが先進地域ほ どには高 くないこ とにもよるが、

情報 のク リア リング、資料セ ンター(レ フ ァレンス サービス)等 の整備 が遅れて いることに大 きな原

因があると考 え られ る。

　基本的 には、 中央情報指向(ニ ーズ にも言え る)が 強 く、資料整備 、 レフ ァレンス サー ビス等が本

来の業務 として認識 され てお らず、また、 コス トの問題が極めて大 きい等 の事情 によるものである。

　地域情報 については、行政機関 による統計情報が主流 であり、各機関での地域発生情報及び中央情

報 の分析 や地域情報 への加工等は、先進地 域 に比べる と質 ・量共に劣 っ ている。

　今後は、各 々の機 関が処理 能力 を高め自己の情報を的確 に蓄積 ・管理 して常に情 報のク リア リング

を行 い、地域情報センターの設置やネ ットワークの整備 を通 じて円滑な情報 流通 に努め ることが必要 で

あ る 。

資料1　 他地域 の現状(福 岡地域)

　福 岡(九 州)地 域 では㈲ 九州経済調査協会が地域情報セン ター としての機 能 を果 している。同協会

は昭和21年 九州経済復 興 を期 して設立 された調査機関 である。現在九州 地域(沖 縄 、山口のエ リア

を含む)の シ ンクタンク として、 またデー タバ ンクと して機能 してお功 、地域情報 のク リア リング機

能 を果 し(情 報 リス ト作成、資料収集 に力 を入れている)、 特 に中央情報 を加工 した地域情報 の提供

を行っている。 この他、各種 セ ミナーを積極的 に行 っている。

　 また、資料 センター としては、21万 点 の資料 を持 ち、 レフ ァレンスサ ービス を行 う等、福岡地域

の情報拠 点の核 として活動 を行 っている。現 在は、 コンピュータは導入 してお らず、ネ ットワーク と

しても一部 、資料交換 の場 と しての福 岡資料研究 会が見 られる程度 である八 今後の方向 としてコン

ピ ュータの導入、海外地域問題 の研究、資料 センターの充実等機能の強化充実 を進めるこ ととしてお

り、広島地域情報 セ ンターを検討 す る上 での貴重 なモデルになると考え られ る。

　以 下に㈱九州経済調査協会の概要 を記す。
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1.概 　要

　 昭和21年 会 員制度 をとり、会員のため に会員が調査資料 と会費 を出 し合 って、調査 の仕方 を決

め・事務 当局 に調査させ る建前 で「調査協会 」として設立、23年 には、財 団法人に組織替え、

　26年 には、文部省 に所管替 えされ、民間の指定研究機関 となり、国か らの援助 も受け るよ うにな

　るo

t以 後基 金募集
、業務収入等 で現在は基本財産5億 円、会員数700社 、年間予算3億6千 万円、

専任役職員40名 、業務組織的 には図1の ようになっている。 また福岡資料研究会 の会員 とな り、

資料 ・情報の交換や研究 も行 ってい る。

　 その他に専 門図書館 九州地区協議 会 ・資料 センター、アジア経済研究所九州 地方連絡所、福岡経

済同友会、九州経 済同 友会等の共同事務局 として も働いてい る。

、

理　　事　　長(1名)

専 務 理 事(1名)

調査部(15名)

;内1名 は 出向者

:(5名 一 自主調査10名一委託調査):
L　　　　　　　　　　　　」

資料部(11名)

1内1名 は 出向者

1'刊 行 物配布整理

|・ 資料収集Tel

l　 サ ー一方ビス
1・ 経 済動向調査

L_____　 ____」

総務部(7名) 総合企画部(7名)

;会費1

摺 笥

業務 国
国

1セ ミ

1ナ ー

1講 演

8会 の
|企 画

L__」

鷺
璽
璽

2.業 務内容

　 大学とジャーナ リズムの中間的業務、刊行物 としては現行業務の3分 の1を 占める自主的調査研

究をまとめ、研究報告書 として発刊 し、その他に委託調査を行 ってその内容で外部に出して差 し支

えないものについては特別報告書 として発刊 している。 これ らは普通会員に対 しては実費頒布であ

　るo　　　 .

　　また下記の定期刊行物 も配布 している。

　　　。九州経済統計月報(年 間12回 発行)一 約1,400部

　　　。近着図書資料 目録(　 　　 〃　　　 、月報付録)

　　　。九州経済動向資料(年 間8回 発行、　　 〃　　 )

　　　。九州経済白書(年 間1回 発行)

　　　。九州経済概観(　 　　〃　　　 )

　　　。九州官公庁刊行物目録(年1回 発行)

4

■
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　　現在の所蔵資料は21万 点(定 期刊行物1,　200種)あ り利用状況は年間6,000件(テ レフ

　ォンサービス含む)に ものぼる。

　　その他の業務 としては各種のセミナー(有 料)や 報告会、講演会等 も行っている。

3.収 　入

　　業務からの収入を大別すると下記のようになる。

　　　。委託調査収入　　　1億4千 万円

　　　。会費　　　　　　　　1億4千 万円

　　　。各種セミナー　　　.1千 万円

　　　。刊行物収入　　　　 1千万円

　　　。福岡経済同友会事務局事務委託費　　　 1千万円　　　　　　　　　　　 tt　-

　　　。基本財産利息、　　　 2千 五百万円　等

4.将 来構想

①

②

③

自主財源化 … 一般情報の他、さらにきめ細かい情報の入手を図る。

国際的感覚を身につける … 現在も海外研修制度をとっているが更にそれを進め海外地域問題

　　　　　　　　　　　　　の研究を行 う。

コンピュータ導入… 一般 のニーズに対応するためにもコンピュータの導入については検討し

　　　　　　　　　　ている(現 在も導入のスペースは確保している)。 導入した際の主な活

　　　　　　　　　　用としては情報検索 ということになる。

5.2　 近 畿 地域 に お け る情報 サー ビス機 関 の 実状

　 前節では、広島地域に おける情報サ ービス機関の実状 を見 たが、本節 では近畿地域における情報サ

ー ビス機関 の実状 を明 らかにす る
。 これ により、広島地域 の情報化の程度がより明確 に なるもの と思

われ る。

　 また、本節 では近畿地域 のデ ータベースサー ビスの実状 について も記述 している。データベ ースの

有無 は コ ン ピ ュー タによる情報流通 の整備 に関す る1つ の指標 になると思われ る。

　 なお、本節の図表等 の資料 は 「近畿地域の情報サー ビス業等 の現状 と将来動 向に関す る調査」、

「近畿地域のデータベ ースサ ービスの発展 についての調査研究」,(い ず れも昭和56年3月 関西情報

センター)よ り転載 している。

5.2.1.近 畿 地域の情報サービス業の実状

　情報 サービス業 の全体 を見た時、事業所数、従業 員数 、年間売上高のいずれ も対全国 シェアは14

%程 度(表3-4、5、6)で あ る。 これは工業出荷額 での近 畿地域の対全国 シ ェア であ る20%

(表3-9)に 比 べて大 きく下 まわっている。

　事業所 あた り年間売上 高、あるいは従業者1人 あた り年間売上 高(表3-7、8)と い った質 的な

面を見 ると、 情報関連 の先進地域である関東に大 きく差 をあけ られている。

　業種別 に見 てい くと、 ソフトウェア業(表3-10)で は、近畿地域のシ ェアが情報 サー ビス業 全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一39一



体 よりもさ らに低 く、わずか に10%程 度 に しかす ぎない。ソフ トウ ェア業 は コンピュータ ・メーカ

との関わ りが強いのに対 し、近畿地域 の コンピュータ生産 シ ェア(図3-1)が 低 い た め、当然の

結果 といえよ う。

　情 報処理 サービス業(表3-11)は 、 ソフ トウェア業 とは逆 に近畿地域のシ ェアが高 く、またの

び率 もソフ トウェア業 に くらべて大 きいのが特徴 である。

　情 報流通 を考え る際 に最 も重要 と思 われる情報提供サー ビス業はX-　3-12の とお・りである。情報

提供サービス業 は全国的に見 た場 合、事業所数 では情報サー ビス業の約20%を しめ、売上高 では約

6%を 占めてい る。近畿地域 の対全国 シェアは企業数 では14%を しめす ものの売上高 ではわず かに

5%で しかない(い ずれも53年)。 しか も、 シェアを時系列的 に見 た時、横 ばいない しは減少傾向

を示す ようで ある。近畿地域 の情 報化 の弱 さを示 す ものと考えて よいだろ う。

　また、地域 をさ らに府県別 で見 た場 合、そ のほ とん どが大阪府 に集中 してお・り、その集 中度はほぼ

9割 に も達 してい る。大阪以 外 の府県 の情報流通 については非常 に弱 い といえ る。

も

表3-4　 情 報 サー ビス業 の事業所数

〔(　 )は%)

≧ 48 49 50 51 52 58

全　 国 1,105 1,322 L276 1276 1,640 1,676

関　　東
　　621

(56.2)

　　757

(57.3)

　 712

(558)

　 683

(53.5)

　 983

(59.9)

　 　989

(59.1)

近　 畿
　 　 194

(17.6)

　 　224

(169)

　　210

(165)

　　207

(162)

　　225

(13.7)

　 　 237

(14.2)

表3--5　 情 報 サービス業 の従業員数

〔門刷
　　　　 年

地域等
48 49 50 51 52 53

全　　国 47,675 58,723 57,164 59,025 71,641 77,087

関　　東
31,482
(66.0)

39,039
(66.5)

36,868
(645)

38,106
(64.6)

48,538
(67.8)

51,289
(66.5)

近　 畿
　 6.727

(14.1)

　 8.738

(14.9)

　 9,001

(15.7)

　 8.831

(15.0)

　 9.336

(13.0)

11,386
(14.8)

■

●
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表3-6　 情 報サー ビス業の年間売上高

〔筈酷 刑

'

　　　　　年
地域等

48 49 50 51 52 53

全　　国 1,672 2,453 2,751 3,070 4,126

　 　 　 　 　 、

4,602

`

関　　東
　1.116

(66.8)

L697
(69.2)

1,860
(67.6)

1,985
(64.7)

2,903

(70.4)
3,195

(69.4)

近　 畿 　　253

(15.1)

　　359

(14.6)

　 414

(15.1)

　 485

(15.8)

　 538

(13.0)

　 651

(14.2)

■

表3-7　 情報サービス業の1事 業所あたりの年間売上高

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〔単位:百 万円 〕

涙 48 49 50 51 52 53

全　　国 一 186 216 241 252 275

関　　東 一 224 261 291 295 323

近　　畿 一
160・ 197 234 239 276

「

●

表3-8 情報サービス業の従業者1人 あた り年間売上高

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〔単位:万 円 〕

≧ 48 49 50 51 52 53

全　　国 418 481 520 576 597

関　　東 435 505 521 598 623

近　　畿 411 460 549 577 574

、

表3-9　 近畿地域工業出荷額の全国比

年　　　次 昭和40年 45年 50年 　 ・ 51年 52年 53年

金　国　比(鍋 24.0 233 2L2 20.6 20.4 20.1
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　 　 　 　 　 　 　 　 tr但3.6%　 　　　　　　　　　　　　　　　近 畿3◆6%

　　　　他　　　　　　　　　　　　　他　　　　　　　　　　　　　他 近畿

　　　　傷・　　　 　　　 説　　 　　 　　 %翌

　 　 　 　 全 国　　　　　　　　　　　　　　　　全 国　　　　　　　　　　　　　　　　全 国

　 　 　 6.172aSt」1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,201頃ltl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,|02偉}」1

　 　 　 　 関　貞〔　　　　　　　　　　　　　　関　東　　　　　　　　　　　　　　関　東

　　　　 90・0%　 　 　 　 　 　 91・0%　 　 　 　 　 　 Sat・9%,

　 　 　 ω51fP　 .　 　 (b)52'1・ 　 　 　 　 (,i　 53年

図3-1　 汎用 コンピュータ(周 辺、端末、応用装 置を含む)生 産額 比率 の推移

　 　 　 　 　 　 　 　 　 ■

表3　 "一　10　 ソ フ ト ウ ェ ア業 の 売 上 高

〔単位億円 〕

年 項　　　　 目 全　　国 近　　畿 本 調 査

52

ソ フ トウ ェ ア開 発 等 773 56 一

要 員 派 遣 ×0.8 ,06　 *1 424 53 一

計 1197 109 一

53

ソ フ トウェ ア開 発 等

　 、

890 78 一

要 員 派 遣xO.806　 *1 536 70 一

計 1426 147 一

54

ソ フ トウ ェ ア開 発 等 1289
　 　 *2108

89

要 員 δ『モ遣x　 O.8　 0　6　　　*　1 730
　 *292

44

計 2020
　 　 亭2200 　 　 `

134

*1　 ソ フ トウェア開発関連 の比率(SIA調 査 による)

*2　 成 長率一定 としての推定値
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表3-11 情報処理サービス業の売上高

　　　　　　　　　　　 (億円)

年 全　国 近　畿

52 2378 375

53 2590 451

54 3237
　 　 *541

　 *成 長率一定としての推定値

表3-12　 近畿における情報提供サービスの規模

　　　　　　　　　　　　　　囲　マシンリーダプルでないものも含む

'

項 目　　　　　　　　年 48年 49年 50年 51年 52年

　 　 　 一

53年

情 報 サー ビス業 全 事業 所 数 1105 1322 1276 1276 1640 1672

情報サービス業全従業員数(人) 47訂5 58723 57164 59025 71641 77087

情 報 サー ビス業全売上高(百 万円) 167162 245263 275090 306966 412581 460241

情 報 提供 サ ー ビス全 企 業 数 ＼ 153 163 133 147 159

情 報提供 サービス全 事業所 数 220 　 265

(20鈎

　 256

(21紛

221
(17%)

278
(17%

302

(18㊤

情報提供サービスEDP化 全事業所数 36 40 31 .34 41 42

情報 提供サービス全売上高(百 万円)
7620
(5%)

13046

(5紛

14376

(5紛

12055

(4紛

23811
(6%)

η069

(6%)

近畿の情報提供
サービス企業数

全 企業 数 ＼
.

　 24

(16%)

　 25

(15%)

　 30

(23%)

　 16

(18紛

　 22

(14紛

福　 井 ＼
.

一 一 一 一 一

滋　 賀 ＼
.

一 一 一 一 一

京　 都 ＼
`

一 一 一 一 2

大　 坂 ＼
.

21 22 26 13 19

兵　 軍 ＼
.

　 　　 1
'

1 1 1

`

一

奈　 良 ＼
1

i　 i
　 畠

1 1 1 1

和 歌山 ＼ 1 1 ll 1 一
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項　目　　　　　　 年
'

48年 49年i 50年 51年 52年 53年

近畿の情報提供

サービス事業所数

全事業所数 ＼ 　 39

(15%)

　 41

(16%)

　 37

(17%)

　 29

(10%)

　37

(12%)

福　井 ＼ 一 一 一 一 1

滋　賀 ＼ 一 一 一 一 1

京　都 ＼ 2 1 2 2 4

大　阪 ＼ 34 37 32 23 29

兵　庫 ＼ 1 1 1 2 1

奈　良 ＼ 1 1 1 1 1

和歌山 ＼ 1 1 1 1

}

近 畿の情報提供

サー ビス売上高

　　 (百 万円)

　 　 　 　 　 、

全 売 上 高
　 、

646
(8%)

796

(6%)

1769
(12%)

1532
(13%)
川 ・い481
(5%)1(5%)

雇　井 1 一 一 一
　　1
- ・lx

　 　 　 　 シ

滋　賀 一 一 一 一 一 X

京　都 33 X X X x 188

大　阪

右

　 597 663 1632 U32 873 ll39

兵　軍 ll X X X X X

奈　良 X X X X X X

和歌山
　 、

X X X X x

3.2.2　 近畿地域 のデータベース ・サー ビスの実状

　 我が国 においてはすでに多 くのデータベースが作 られ、オ ンラインネ ットワークによるサー ビス も

多数 の企 業が行 っているよ うである。 しか し、それ らの大半は東京 に集 中 してお り、近畿地域 に本社

機能 のあ るもののみを対象 とする とそ の数 はわずかな ものになって しま う。

　具体的 な例 をあげる と、 プロデ ュース機能のある もの としては、大阪府行政 デー タバ ンク、兵庫県

一44一
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行政 デー タバンク といった地方 自治体によるデータベース、 国立民族学博物館 といった研究所 による

もの・そ して民間企業 では㈱東洋情報 システム、巴バルブ㈱ 、勧関西情報 センターによ るものがあげ

られる。

　 また、 ディス トリビュータ機 能 の あ る もの としては、㈱ 東洋情 報システムによるものの他 に国立

大学大型計算機 センターな どが ある。

　 マシン リーダブルではない瓜 ク リア リングサ ービス等 を行 っているところ としては、各府県 の工業

試験所 、大阪科学技術セ ンター、各府県 の中小企業情報 セン ター、京都生産 開発科学研究所等 があげ

られる。

　 いずれに して も、近畿地域のデータベ ースの整備についてその遅 れは歴然た るものがあり、今後 の

整備がまたれ るところで ある。

　 なお、データベ ース の例 と して、大阪府行政 データベース、兵庫県行政 データベ ース、国立 民族 学

博物 館のデータベースの詳細 を資料 ■～IVに 示 す。

資 料 ∬　 大 阪 府 行 政 デ ー タベ ー ス

(開 発 時期)　 昭和52年

(開 発の 目的)　 行政 計画策定のた めに各部局 で共通に利用 される基本 データをコンピ ュータで体系

的に管理 し、それ らのデー タの利用 をはかる。

(取 り扱いデータ)　 統 計データを中心 とす る数値 データ

(シ ステ ムの概要 戊 大 きくは① データベース管理 システム、②対話型検索システム、③分析用アプ

　リケーシ ・ンか ら成 っている、① は入力 ・追加 ・変更 などを行 うものでカードに よるバ ッチ処理を

主 と している、②はTSSオ ン ラインに よるディプレイ端末 を使 った検索を行 うものである、③ の

分析用 アプ リケーションはコンピュータメーカ提供のものを用い、インターフェイス 用ファイル を作成

　してい る。(次 図参照)

(利 用 の現況)　 現在は庁内各部局の共同利用に限 られ てい る。一般市民への開放 は、統計資料室が

開放 されていることか らも、構想 としてはあるが、管轄部署、諸 手続 の問題 が残 されてい て、実現

にはいたっていない。実際に外部 からMTコ ピーなどの依頼 があった場合は行政管理庁へ届出、許

可を得た分について認 める形 をとってい る。

資料 皿　 兵 庫 県行 政 デ ー タベ ー ス

(開発時期)　 昭和50年 度

(開 発の目的)　 昭和50年3月 策定の県長期総合計画「21世 紀への生活文化社会計画 」の基本方

針の1つ 「計画 目標の実現のたあの地域整備の総合管理体制の確立」に基づき、地域整備をバラン

スのとれた形で進めるための組織 ・制度 ・施策 ・事業計画等の評価、改善を支援する「地域整備総

合管理システム」の主軸 とする。
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。物 理的 管理

。白斑 的 管理

処理砲能 o検 索、加 工処理

。汎 用 的統計 処理

。図形(地 理 情 抑)処 理

。主題 別処理

。デ ー タ変換 、 コ ピー処理

。その他

出所:大 阪府 賃料

大阪府行政 データバ ンク シス テムの構成図

●
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(取 り扱いデータ)　 主要指定統計 を中心 とす る統計データ

(シ ステムの概要)　 データベ ース システム(地 域資料提供 システムと呼ばれ る)は より包括な分析

システム(計 画情報 分析 システム と呼 ばれる)の 機能群 の1つ として位置づけ られ、データベース

シス テムで取 り出 したデー タを、分析 システム を利用 し各種統計手法 を用 いた分析 ・予 測等が行え

る。 このシステムの開発 にあた って日本 アイ ・ピー ・エム㈱ サイエンテ ィフィック ・センターが協

　力 している。(次 図参照)

(利 用 の現況)　 現在は県庁内の利用 に限 られている、長期構想 としては、一般公開 も考 え られてい

　るo

非

定

型

的

支

援

…・(基本 デー タの提供)

地銭 畦 媚 報提供 一(鐵 鋼 材別人口)

鎚 的管理 基 準 提供 ・…儲 誘 霞 藁藷礎的)

・…(デ ー タの 編 集
、 加 工)

モ デ ル の 対 話 型 操 作 ・…(予 測 モデル等の修正等の操作)

計量分析用応用プログラム

計 量 分 析 用 サ ブ ル ・・tテイ ン ・プ ロ グ ラ ム

計'

汎 用 シ ミ ュ レ ー シ ョン

・…(シ ミュレー ション用 コンピュータ言語)

　 　　 出典:兵 庫県企画部情報管理課

　　　　　 「PIASの あ らまし 」

　　　　　　昭和53年3月

兵庫県PIASの システム構成図

　　　　　 一47一



資 料IV　 国立 民 族 学 博 物館 の デー タベー ス

　昭和53年 度 か ら57年 度 の5カ 年計画で開発、導入 してい るデータベ ース である。

　 シス テムは、 センターシス テムと7つ のサブシス テムで構成 されている。サブシステムは、

　　　 1.漢 字情報 ・画像情報 出力処理 システム

　　　2.音 響 ・音声情報処理 システム

　　　 3.情 報 収集 自動化 シス テム(画 像処理 システム)

　 　　4.地 図 処理 システム

　　　5.　 カ ラー情報処理 システ ム

　　　6.大 量 情報蓄積処理 システム

　　　7.立 体 図形処理 システ ム

のとお・りとなっている。

　作成 されているデータベ ースの状況を以 下の表 に示す。

、

右

デ ータベース作成状況表

資　料　名 データの種類 保 有点 数 デ ー タ ・ペ ー ス 名
デ ー タ　・ペ ー ス

入 力 済 件 数

文献図書資料 目録 データ(洋 書) BKIA 約40.000

約140.000点

〃　　 (和 書) BKIJ 約40.000

HRAF資 料 U6テ キス ト・スリップ 約577000点 HTSA 498.216件

111カ ー ド 約.4,900点 HIIA 約4.800

標 本 資 料 管理 カー ド 約92,000点 SPIJ 約46.000件

映像音響資料 管理 カー ド(洋 書) AVIA 約7.600件

約18.000点

〃　　 (和 書) AVIJ 約4900件

情報 カー ド(洋 書) AVAA 約32.000件

〃　　 (和 書) AVAJ 約22.000件

●

ψ

注1.保 有点数は昭和55年3月31日 での点数である(た だしHRAFは1979年7月1日

　　での点数であ る)。

庄2.映 像 音響資料 の保 有点数には写真の点数は含 まれていない。

注3.デ ータ・(]ス入 力済件数には昭 相55年3月31日 現 在作業中の件数 も含んでいる。

注4.HRAF:Human　 Rilations　 Area　 Files
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ア ータペースに入力されているデータ項 目

映　像　音　唇 資 料 文献図書資料 標 本 資 料 H　 R　 A　 P　 資　 科

管理 データベース 情 報 カー ド・デ ータベース 図書データベース 管理データベース 111デ ー タ ベ ー ス 　 　 一"
116ア ー タベ ー ス

定

型

デ

ー

タ

部

資料番号
OWCコ ード
崩
発行年
発行所番号
購入年月日
受入先
価格
備品番号

データ番号

OWCコ ー ド

資料区分

収録 年月 日

時間
デー タの評価

受 入番号
コレク シ・ン名

LCナ ンバー

ISBNナ ンバ ー

請求記 号

使用 言語

OWCコ ー ド

標本番号
備品番号
品名 コード
地域コード
価格
評価価格
検収年月日
補修工作
展示統一番号

OWCコ ー ド　　　　 (注2)
原典資料番号
出版年
資料評価

OWCコ ード　　　 (注2)
原典資料番号

非

定

型

デ

ー

タ

部

題名
シリーズ名

製作

発行 会社 、国名

題名

収録者

収録地

民族名
インフォマン ト

記述

シリーズ名
書名
原書名
著者名
板表示
出版事項
対照事項
注記
件名
分類番号
備考
発注情報
納本情報

備品番号
品名
品名(現 地名)
収集場所
収集者
入手先
入手先く注択)
収集方法
展示歴
価格備考

著 者名

著者の専攻

原典の タイ トル

シリー ズ名、雑誌名 、ページ等

出版地 、出版 者、雑記
アブス トラク ト

現地 調査 を行 った年次

ペー ジ　 　　 　 　 (注3)

地 域 名 とス リップのOWC

COMカ テ ゴリー

注1:漢 字 、ひ らがなが含 まれるデー タにはデータの ヨ ミも入力 されてい る

注2:原 典 資料のOWCコ ー ドである。

注3:ペ ー ジの性質に関する情報(ペ ー ジ数、 ペー ジサフィクス等)が 入力 されている
。



4.地 域 情 報 セ ンター 構 想 と地域 間 ネ ・ トワー ク

　近畿、中国、四国 の3地 域の情報化の進展 については、それぞれ進展度 が異なるために、情報拠点

の形成 は各地域 が個別に考え る必要 があることを2章 で述べた。

　 したが って、 「地域の情報は地域 で管理す る」とい う概念 で考えなければ な らない。すなわち、情

報 の作成、整理等 は各地域 毎にその進展 の程 度に合わせて行 い、情報 の交換 につ いては各地域の情報

化 がなされた段階 で、ネ ットワーク(オ フラインネ ッ トワークか ら将来はオンラインネ ッ トワークへ)

を形成 し、そ れによって行 うものと考え る。本章 では、 このよ うな地域主体 のネ ットワーク(分 散型

ネ ッ トワーク)の 考 え方にの っとって、地域情報 センター、地域間ネ ットワークの一般 的な あり方を

整理 す る。

　分散型ネ ッ トワークは、す でに 「地域別情報拠点育成 に関す る調査研究報告書 」(昭 和56年3月 、

日本情報 処理開発協会)で も述べ られて いるよ うに、地 域に おける情報 の有効利用に即 したもの であ

ることが明 らかである。

(1)地 域情報 セ ンター構想の あ り方

　　 分散型ネ ットワーク を形成するためには、各地域がそ れぞ れ域内に しっか りした情 報化推進 の核

　 (地 域情 報センター)を 持 つことが必要 である。核 と しては、 さま ざまな形の ものが考え られるだ

　 ろ う。た とえば、域内の全情報 を集 中的に収集 ・整理 ・提供す る総合情報 センターともいうべき も

　 の であ り、 あるいは、域内の情報所在 に関 する情報 のみ を取 り扱 うク リア リング センター もそのよ

　 うな ものであろ う。後者の場合は、情報作成 、整備 といった具体的業務 は各情報発生機 関が行い、

　 センターはそ の所在情 報を持 ち、 ネ ッ トワークで結ばれることに なる。 いずれに して も、地域 の情

　 報拠点 と して充分機能 しうるものであ り、 また両者 の中間型 としても数多 くの タイプ分けが可能 と

　 思 われる。

　　 本調査では、地域情報 センターと しては比較的後者 に近い形の ものを考え、センターを中心 と し

　 た域内ネ ットワーク を形成 し、情報流通 を促進 す ることを基本的な方向 とする。(=地 域情報セン

　 ター構 想)

　　 本構想の構成機関としては、前述のセンターの他に、各地域の主要な情報提供者である機関が考

　 え られる。

　　 具体的 には、商工会議所、中小企業情報 センター、 シンク タンク、地元有力企業(銀 行、電 力等)

　 等 である。 これ らの機関は、サブセンターと して情報流通 の中心的機能を期待 されるところである。

　 以下に、地域情報 センター とサブ センターの機能等についてまとめた・ また・そ れぞれの関係 を図

　 示 した のが図4-1で あ る。

　　.繊 情報セ ンター … 地域情報 センターの最 樋 要 徽 能は・ク リア リン グ櫛 旨であり・それぞ

　　　　れのサプセンターが どんな情報 を持 ってい るか とい う情報 を整備 し、提供 してい くことは必要

　　　 最少限のものである。

　　　　　さらに、これらサブセンターが保有 している情報の流通 を積極的に促進することも地域情報
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　　　 セン ターの主要 な役割 であろ う。そ の地域の情報 を必要 と している人 が、地域情報 センターに

　　　行 きさえすればほ とん どの情報 を入手 で きる ようになるとい うのは、理想論 ではあ るが目標 で

　　　 もある。

　　　　 また、地域情報 センターは当然情報 の加工能力 を持 ち、新たな情報 の発生者 でなければ なら

　　　 ない。各サプセンターが持 つ情報 を総合的 な視点か ら整理 し、 よリグ レー ドの高 い情報 を発生

　　　 させ、 さ らにそ れをデ ータベ ース と して整備 し、.情報利用 の促進 を図 ることは、地域情報セン

　　　 ターだか らこそ できることであろ う。

　 ・サ ブセンター … サブセ ンターの機能 は、そ れぞれが得意 とする専門領域 での情報の発生 ・整備 ・『

　　　蓄積 とい うことにつ きよう。た とえば、資料室 の整備であり、デー タベースの構築 である。そ

　　　 の際、地域情報 セン ター との連携 がスムーズに行 くよ うな協力体制 を作 るべ く配慮 す る必要が

　　　 あろ う。

　　以上 のような地域情報センター構想 について、各地域が同 じものを形成す るとは考え られない。

　それぞれの地域の実情 に合わせ て地域情報 センター構想は考え られ るべ きである。

　　本調 査は、 ケーススタディと して広島地域 を対象と してお り、広島地域情報セ ンター のあ り方に

　ついて考 えてい る。これ らにつ いては次章 で整理 した。

② 地域間ネ ットワークのあり方

　　地域間ネ ットワーク とは、そ れぞれ の地域情報 センター をつな ぎ、地域情報 の広域的な流通 を促

　進ずる ことである。 したが って、地域情報 セ ンターとサブセンターの機 能が整備 され、 さらにそれ

　 らを結ぶ域内 ネットワークが充分整備 されれば、おのず か ら地域間ネ ットワークについては充実 し

　 て ぐるもの と思われる。

　　 したがって、 まず域内に しっか りした情報拠点、具体的には地域情報 センター とサブセンターの

　形成 ・充実 がまず急務 であると考え る。

　　なお、ネ ッ トワークについては、域内、地域間のいずれにおいて もオンラインが理想 である。 し

　 か し、い,きな リオンライン化す ることは物理的 に不可能 であり、 オフ ラインか らオ ン ラインへの段

　階的 な進展 を考えなければな らないだろ う。

`

●
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5.広 島 地域 情 報 セ ンター(仮 称)構 想

5.　1.広 島地 域 の情報 機 能 強化 の考 え方

5.1.1.　 2つ の タイプ

　 広島地域 の情 報流通 及び情報機能を強化 するた めにいかなる方法 があるかを考え てみた 。一般的に

地域 の情報流通及び情報機能強化の基本形 と しては2つ のタイプがあると考え られ る。-

　 1つ は、情報発生機関が 自らの ところで発生 する情報 を管理 し 関係機関でネ ットワーク体制 を作

り、相互に情報交換 を図る体制 であ り、他の1つ は、情報拠点 となる情報セ ンター を整備 し、情報発

生機 関か ら情報 を集め集中管理 して行 く体制 であ る。これ らを図化すると、そ れぞれ図5.-1、 図5

-2の よ うにな る
。

　情報発生機関、情報 センターの情報保有形態は、文書 であってもコン ピュータ媒体であ って も良い

が、 コンピュータ媒体であれば、情報発生機関相互でオンラインネ ットワークを形成す ることにより、

よ り効率的な情 報交換が可能 となるであろ う。 しかし、 コン ピュータ媒体に よるネ ットワークには、

技術的 な問題の外に次の ような解決 されなければな らない難 しい問題が ある。

　① データ保護 の問題(含 プライバシー保護)

② 経費分担の問題(各 機関の利害の不一致 デー タメンテナンスの経費分担)

③ 官庁統計 では、法律 の制約 を受けるデータが多い

④ その他、官庁 と民間 とのデ 三夕交換上の問題

　これ らの問題 は、更に個 々に解決 のための詳 細な検討 が必要 であるが、 ここでは、 これ以上触れな

い ことと し、図5-1、 図5-2の 体制 について更 に詳 しく検討 してみた い。

　 図5-1は 、情報発生機関がネ ットワークを組み、情報交換 を行 ってい く形態 である。各機関が情

報 の管理 を し、提 供可能な内容 としてお くことが前提条件 となる。 このタイプでは、情報 を集 中管理

す るのではな く、発生機関 が管理 してい るた め、ア ップツーデー トの資料 が早 く提供で き、デ ータ

転送 ・加工上の誤差 が少 ない こと、詳細 データ の入力が可能 でデータの多角的利用 が可能 なこと等の

利点が あるが、各機関 がコン ピュータに ょるデータベースを作らねばならない欠点 があゐ。

　 図5-2は 、 必要 とす る情報 を1カ 所 に集 め、そ こで管理、提供 して行 く中央集 中管理 方式 である。

地域に情報 セ ンターを設立 し、そ こに各情報 の発生機関 が情報 のメンテナ ンス管理 を依頼 し、必要 な

情報 について、サー ビス を受け る機構 である。情報 センターに、大 型 コ ン ピ ュータを設置 し、 管理

運営 す る場合に、大 きな効果 を発揮す る。 この形態の長所は 、一般への情報 の提供がス ムーズ に行 わ

れ ることであ り、欠点は、情報 の管理に膨大 な設備 と人手 を必要 とすることであ る。

5.1.2.広 島 地域におけるアプ ローチの方法

　そ こで広島地域の情報機能強化 の方策 について考え てみたい。3.1で み た よ うに、広島地域に おけ

る情報機能 の現状 は、各機関の横の連絡=ネ ットワークは弱 く、また各機関 の情報の蓄積 手段におい

て も文書によるものが多 く、コンピュータ化は進んでいない。また、センタ ー的役割 を果たす機関の芽生え も
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図5-2　 セ ン タ ー構 想
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うかがえない状況 である。 このよ うな状況 を前提 と して、広島地域の情報機能 強化 のス テ ップを考え

てみ ると、まず第1段 階では、各機関 で発生す る地域情報 を提供できる形態に整理しコンピュータ化を進める

ことである。第2段 階 は、地域情報 をもつ各機関 が必ずしもコンピュータ媒体を前提としなくてもよいから

ネ ットワーク を組んでいくこと、コンピュータ化の進んだ機関については、提供可能 なデータについて、相互

に交換 体制 を作 ってい くこと、第3段 階は、共通利用 の可能 な地域情報 の集積 する拠点 として情報 セ

ンターを設立す ることで あろ うと思 われ る。 この情報 センターは第2段 階 か ら各機関の コンセ ンサス

を得て、同時併行的に検討 を進め ることが必要 であろ う。第3段 階では、コンビ;一 夕媒体での情報管理が

原則であるが、・情報 センターでは、各機関でデータベース化されたデータの利用のほかコンピュータを持た

ない機関のデータについては、 セ ンターが 自らデー タベ ース を作成 しデータのメンテナ ンス を行 って

い くとい う形態を考え るべきであ る。

　 これ は、前段でみた、図5-1、 図5-2の2つ のタイプのいわば、中間的形態 となるのではある

が、 この ような形態が適 当であろ うと考 えた理 由は、① ネ ッ トワークとセ ンター構想 と相互 に補完 し

合 う形 態の方が社会的に見 て経 済的 であること、②ネ ットワークの核 を充実させることが全体の情報

機能強化の推進 に より役立つ こと、③一般 ユーザの利用 に答え るため情報 検索のための プログ ラム整

備等 を行 うには独立の機関 が必要 な こと、④ネ ッ トワーク方式ではどち らかと言 えば、情報の中央依

存 がますます強 まるの で、地域情報機能 の強化 のために は、 よリセンター構想に傾斜 した体制 を考え

た方がよい こと、⑤ コン ピュータが導入されない機関 もあるので、センター で情報管理 を行 ってい く

必要があること、⑥他地域 との情報交換 ネ ッ トワーク も可能 となること、な どである。

σ

5.2.広 島 地域 の現 状 と情 報 セ ン ター構 想

　広島地域の情報流通の現状をふまえ、将来構想 としてどう考えていけばよいかについて更に具体的

に検討 してみたい。

　広島地域 で発生す る地域情報 は、fi　3-1の よ うなものである、 このほかデータでな く文献 に よる

ものを入れると、 もっと広範囲なものとなる。

　一方これらの情報 を収集 し提供 している機関としては、民間では、㈱中国地方総合調査会、広島商

工会議所、中国電力㈱経済研究所、等がある。広島地域における一般的な経済社会に関する情報機関

としては、行政機関以外に、次のようなものがある。(助 広島地域社会研究センター調ぺ、順不同)

　　 情報サービス専門機関

　　　　 社団法人中国地方総合調査会

　 ぐ、 財団法人広島地域社会研究センター

財団法人広島県産業振興公社中小企業情報センター

日本貿易振興会(JETORO)広 島貿易情報センター

特殊法人 日本科学技術情報センター一(JICST .)中国支所

財団法人 日本規格協会広島支部

株式会社東京商工 リサーチ広島支店
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　　　　 財団法人建設物価調査会中国支部

　　　　 株式会社広島県官報販売所

　　　　 株式会社帝国データバンク広島支店

　　 情報サービスを行 う主な経済団体 ・機関 ・協会

　　　　 広島商工会議所

　　　　 中国地方生産性本部

　　　　 財団法人広島経営サービスセンター

　　　　 広島県経営者協会

　　　　 社団法人発明協会広島県支部

　　　　 社団法人産業公害防止協会中国支部

　　　　 広島県観光連盟

　　　　 広島県中小企業団体中央会

　　 情報サービス源 となる主な法人部門

　　　　 中国電力株式会社経済研究所

　　　　 中国新聞社編集局資料部

　　　　 日本開発銀行広島支店企画調査課

　　　　　日本銀行広島支店

　これら機関のうちコンピュータ(端 末機を除く)を 導入 している機関は、官公庁の情報サービス部門

を除くとわずかに、中国電力㈱、中国新聞社、の2社 だけである。

　このような現状をふまえて、大胆に地域情報センターとそのネ ットワーク体制を考えてみると次の

図5-3の ような体制が理想型として考えられる。

　機構の内容については、ここでは若干の説明をしておきたい。

　現状では、地域情報は分野 ごとに分化された形で、例えば、海外情報－JETRO、 中・」・企業情報

一中小企業情報 センター、科学技術情報－JICSTと い ったふ うに整理 されている。

　 これ らの拠 点は、拠 点 としての充実 を図 り、 さ らに、い くつかの拠点 を新たに作 り、専 門情報提供

機関 としての機能分担 を し、各 々が、原データを基にデータベース を作 り管理 を行 う。情報センター

は、自 らのデータベース を作 るとともに これ らの各機関 とネ ットワーク体制 をとり、情報 の加工、提

供 を行ってい く。 また、将来的には、他地域 の情報 センターとのネ ットワーク、各機関 の上部機関 の

情報利用 も考え るべきであろ う。各機 関(サ ブセンター)で 充実すべ きもの としては、①国 の出先機

関、地方公共団体 は、重要 なデータ発生源 であり積極的なデー タベースの作成 が望まれ る。 また、②

業界団体 は、国、地方公共団体では とらえに くい情報 の集積す るところであ り、充実されれば有効利

用 が可能 となるのではない かと考え られる。このほか、③地方報道 機関 は、地域の経済、社会、文化

の動 きを 日々に とらえてteり 、 多 くの情報 をもってい る。JICSTが 科 学技術文献検索サービス を

しているよ うに 、地方報道機関において も、毎 日の情報 をコンピ ュータ媒体に納 め、検索 ・提供で き

る体制を整えることが、 これか らは必要 となってい くのではないかと思われ る。将来、 これが、中央、
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他地域の報道機関 との間でオンラインネ ットワーク化 されれば、理想的な情報ネ ットワークが完成す

るのでは ないかと思 われる。
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5.3.地 域 情報 セ ン ター の基 本 的 性 格 及 び経 営形 態

5.5.　1.基 本的性格

　地 域情報 セ ンターの機構 は、前掲図5-3の よ うなものを想定 して、 ここでは、その基 本的性格 、

経営形態について検討 したい。

　地域情報 センターの基本的性格 としてはまず第1に 、公共的性格が確保 され ることが必要で ある。

これは、①地域情報セ ンターが収集、加工す る情報は、地域経済情報 と して正確 かつ迅速 な提供がで

きること、②市民生活 に欠 かす ことの できない プライバシーが侵 害されないこと、③ オープンな利用

が可能な こと、等 が要請 されるか らで ある。 第2に 、独立採算が とれる ことが望ましい。第3に 、中

国地方の情報ネ ットワーク形成 の中で、中核的機 関 として、先進性 のあ る機能を もち、 自らも情報を

蓄積 ・加工 ・提供す る機能を有す ること。第4に 、そ の為には、一定の設備 とマンパ ワーを もち、独

立採算性 を維持するため、情報提供以外 の業務(た とえば コンサル タン ト業務など)も 併設す ること

が望 ましい。

5.5.2.経 営 形態

　次に、情報 センターの経営形態 について検討 してみた い。一般に、 この ような機関 を作 る場 合、次

のよ うな3つ の形態が考え られ る。

　① 特 殊法 人……公社、公団、特殊会社で、法律 に基づ き設置が認め られた ものである。国家的 な

　　　　　　　 経済社会政策遂行の必要上設置 される。

　② 地方開発公社……公益法人(社 団、財団)、 株式会社 で、前者は、民 ・商法 により設立 され る

　　　　　　　 もの、後者は、いわゆ る第3セ クター といわれ るもので、地方公共団体(1部 民 間)

　　　　　　　 が出資す ることが必要 。

　③ 特 許企業……行政 法学上特許企業 といわれ るもので、公益的性格の強いものについて、各事業

　　　　　　　 法に基づ き設置が認め られ る(地 方公営鉄道、電気事業等)。

　 以上 、3形 態の うち①、③ は、本制 度 の主 旨か ら見 て適 用 されることは難 しい と思われる。 従

って、考え られ る経営形態 としては、② の地 方開発公社方式 とい うことに なろ う。社団法人方式であ

れば、経済基盤が弱 く、十分 な活動ができない とい う問題 があ り、まな 財 団法人、第3セ クター方式

では、関係者 の出損が得 られるかとい う実施上 の問題 が出て くる。 また、財団の場合は、物価上昇に

より実質的な活動資金 が漸減 して くるとい う問題 もある。

　 制度 その ものには、以上 のよ うな長所、短所 はあるが、広島地域の場合、十分 なファン ドが得 られ

れば、財団 方式が良いであろう。 また、公共性 を重視 して運用す るとい う気運が高 まれば第3セ クタ

'
一方式 も良いのではないかと思われ る。

　 他地域 で実際に動いてい る情報セ ンター と して、助関西情報 センター、働 九州経済調査協会、醐滋

賀総合研究所(5,000万 円 県50%出 資53/2設 立)、 肋和歌 山県 社会経済研究所(県 、地元企

業出資7億 円、56/9設 立)、 等が先例 と して参考 となるであろ う。
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5.4.　 広 島地 域 情報 セ ン ター の進 め方

　 それでは広島地域 の場合、現実問題 として どうであろ うか。全 く新 しい機関 を設立す る場合と、既

存の機関 を強化(統 合 も含む)Lセ ン ター を設立す る場合 とが考え られる。

　前者の場合、特に事業活動 の内容によ っては、既存機関 との競 合をどう調整す るかの問題が あるの

で、サー ビス の需要量、供給可能量 を十分検討す る必要があ るであろ う。加えて、新設 には、かなり

の資金 を要 す るので、 これを どこか ら調達 す るかが最大 の課題 で ある。

　後者の場 合、広島地域 では、㈱中国地方総合調査会及び広島商工会議所 が考え られる。

　閲 中国地方総合調査会は、広 島地域 の唯一 のシンク タンクと して、 また、専門図書館協議会の中国地

区資料 セン ターと して、地域 の経 済産業に関す る文献 データにかなりの集積 がある。

　情報 センターを公益法人組織 で運用す るな ら、 この組織 を強化するのが最 も早道 であ ろうと思われ

る。ただ、同調査会 は、社団法人組織 であり、財政的基盤 が弱 い点が欠点である。従 って、同調査会

がコンピュータを導入 した地 域情報 セン ターと して機能す るには、財政面 での強化が不可欠で、そ の

為 には、社団法人 か ら財団法人組織 への移行 を検討す るな ど、地域 での コンセンサスの成立 が必要 と

なろ う。

　次に考え られ るのは、広島 商工会議所 である。 日本商工会議所 「商工会議所 のコンピュータ利用」

(53年10月)に よれば、

　 「商工会議所 の コン ピュータが地域の情報 センターと しての事業 を指向する場合 には、他 の民間 セ

　 ンターにはない様々の優位性 が存在す る。まず、 インプ ットデ ータの入手が比較的容易 であ り、アウ

　 トプットされたデータは、中立 であ り、信愚性 がある。商工会議所は、その性格 か ら地元官公庁や

　中央 の出先機関 との連け いが深 く、各企業の諸事情に も通 じており、 また、 その加工段階において、

　企業秘 密 や 個 別デ ータ の漏洩防止意識 も高 い。更に個 々のデータを処理することに より普 遍的 な

　 ものにすることが可能 である。 このことは、 まさに商工会議所が持つ唯一の総合経済団体 としての

　機能 の発揮 と位置づけを示す ものである。 」

となっている。

　 このよ うに商工会議所が、 自らの事業活動 の一部 として、情報 センターを運 営す ることも優利 な点

が多々あるが、現実にはいまだ コン ピュータが導入 されてお らず、 また将来導入 する計画 も現時点 で

はない。 この様 な実情 を見 るとき、 商工会議所 が情報 センター を運用 してい くため には、十分な資金

面でのサポー トと運用面 での採算性 が必要条件 となるであろ う。既 存の機関 を強化 し、情報センター

を作る案 として、広島地域 でそ の母体 となると考え られるもの としては、以上 の2機 関が最 も適当 な

のではないかと思 われる。

　このほか、地域情報 を扱 って いる機関 がい くつかあるが(中 国電力㈱経済研究所等)い ず れ も、特

定企業内 の1部 門 であ り、それぞ れの機関の設立 目的 も必ず しも、 ここで想定 してい る情報 センター

の内容 と一致 しないので適当 ではないであろ う。
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5.5.情 報 セ ン ター の 事業 活 動 の内 容

　前 述 したように、情報 セ ンターは、 ある程度公共的性格 をおび るため、情報 サー ビスだけでは・独

立採算維持 が難 しいの ではないかと考 え られる。

　情報センターは、情報サ ービスのほか、付随的に、い くつかの業務 を行 へ 採算面 での補完 を行 う

必要 があるだろ うと考 え られる。そ こで、 ここでは、 どのよ うな業務 が、情報 センターの事業活動 と

して考 え られるかを検討 してみたい。

　 情報 センターの行 う事業活動の内容 と しては、①情報サービスのほか、② コンサルタン ト業務、③

教育 ・研修事業、④ 自主開発研究等 を考え ることができる。

　 まず、① の情報 サービスについ ては、情報 センターの本来業務 であるが・情 報センター独 自のデー

タサー ビスのほかに、他のネ ットワーク機 関か らの情報 を、 ニーズに応 じ、加工 ・提供することが考

え られ る。 これ らは、 コン ピュータ媒体 による情報の提 供であるが、地域の経済情 報は、 コンピュー

タ媒体 に乗 らない ものも多数 あるの で、資料センターを併設 し、地域問題に関す る資料 を重点的に収

集 ・整理 し、閲覧 ・レファレンスサービスを行 うことが必要 であろ う。

　 コンピュータ利用に関 しては、付随的 に特殊計 算分野の委託計算、ソ フ トウェア開発等 も考えるこ

曹

とがで きる。

② の,ン サ、・タン ト業務 は、繊 のシンクタンクが必ず しも粉 機 能 を発揮 していないので沙

な くとも、繊 の問題については繊 の シン〃 ンクカ調 査 できるような能力・設備 の族 を図 る必

要が あろ う。

③ の教育 、研修事業につい ては、情報 処理 に関 する各種 の研修 セ ミナーの開設、広報活動等が考え

られ る。

　④の自主研究開発には、ニーズを先取 りした形で地域の経済調査を行い、地域のために貢献すると

ともに、調査 樋 して、繊 のシン〃 ンクと しての基盤強化(マ ンパワーの強化 を図 り・ ソフ トウ

ェアの開発や、ノ ウハ ウの蓄積 を図る。)の 点か らも必要 であろ う。

5.6.情 報 セ ンター 設 立 の実 現 に 向 け て

情鞭 ンター設立 のアブ・一チ のステ ・プについては・すでに述 べたと・ろであ る・ また市 報機

能強化は、サプセ 。ターの搬 強fヒと情報 センター の設立 とい う・面か 惨 し勘 ることが有効なこ

ともすでに みて きた.こ こでは、第 ・章 の しめ くくりと して・情 報セ ンター設立 幽 し鴻 決すべき

諸問題 とそれ らの解決 のた めの方向について触 れてみたい。

まず第 、に、情報セン ター として全 く新 しい機関 を設 けるか・あ るいは慨 存の機関を強イけ るか・

いずれ をとるに して も、多額の資金 を要 する・とか ら・国・地方公共団体 の支援 のほカ'・地元経済界

の参加が必要 とな。て くる.地 元締 界の協 力を得 るためには・繍 セ・ターに対す る理解 秘 要で

あると同時 に、情報 センターが航 経済界に と・て有用 な存在 である必要 が ある・地元経済界のコン

セ。サスを得 。勧 には、経済界 を含めた関係都 よ・「繍 セ ・・一設立縫 議 会 」(仮 称)の
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よ うな ものを作 って、情報機能強化 の意識 の高揚 、センターの必要性 の認識 を深 めてい くことが必要

ではないかと思 われ る。

　 第2は 、サ プセンターの機能 強化、ネ ッ トワーク作 りであるが、①現在 これ らの機関の多 くは、 コ

ンピュー タを導 入 してお らず、 したが って、デー タベース も作 られていない こと、②経 費分担 の問題

(特 に民間企業 と官公庁とのオ ンラインネ ットワークには問題 が多い)が あること、③ データの秘匿

の問題 もあることなど、 コン ピュータ媒体によるネ ッ トワークにはかな りの問題 を含ん でい る
。

　 地域 の情報流通の機能ア ップとい う点 からみれば、 コンピュータ媒体に よる情報交換 とい うことに

はこだわ らず、 まず、文献情報 による地域情報 の交換 を円滑 に進 めてい ぐことが必要 であろ う。そ の

ためには、関係 機関 で、 「情報連絡研究会 」(仮 称)の よ うな ものを作 り、情報 の所在情報 の交換、

情報 交換 の円滑化 を進 めてい くことが必要であろ う。さ らに、 この研究会が中心 とな って、 ネッ トワ

ーク体制づ くりや
、 ネ ットワーク体制開発 に伴 う諸 問題 の検討 を進めてい くのが適当ではないか と考

え られ る。 コンピュータ媒体 による情報交換 は、 コンピ ュータの導入されてい る機関についてデ ータ

ベース開発 の促進 をはか り、個別に、 できるところか らネ ットワークを進め、 これを拡げて いくこと

が必要 であろ う。国 と地方公共団体 との間 では、官庁 と民間企業 との関係ほ ど障害は多 くない もの と

思 われ るので、各機関 の理解 と協力が得 られれば、実現 はさほ ど時間 を要 しない のではないかと思 わ

れるo

t'

÷
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6 今 後 の 課 題

　地 域の情報化を推進 する うえで解決すべ き課題 は多い。それは、情報化推進 の核となる地域情報 セ

ンターの設立 にあたっての課題 と、設立後に生 じて くるであろ う運営上 の課題 とに分け られる。

前者については第5章 で述べたが、整理す ると次のよ うな ことになる。

　　 ・サプセンターを期待 される機 関に コンピュータが導 入 されてお らず、デー タベース の作成機能

　　　 もない

　　 ・経費の分担 方法、資金の調達 方法

　　 ・秘匿データ等、統計法 上の問題

　　 ・組織 形態(財 団 、社団、株式会社等)

　　 ・設立 母体(新 規、既存)

　　 ・官庁 と民間のデー タ交換上 の問題　　等 々

　上記 の検討 とあわせ て、広島地域情報 センターの業務 に関 して広島地域におけ る需要量の詳 細調査

を実施す る必要が ある。調査内容は、 たとえば どの よ うなデータが必要なのか、その提供頻度は どの

程度 か、 あるいは、 どの くらいのデ ータ量 を要 求 してい るのか、委託業務 のニーズは どの程度 か等 で

ある。

　 これ らの調査 を通 じて、業務面での具体的 データを把握す ることができる。たとえば、地域情報セ

ンターが設置すべ きコン ピュータの規模 、センターの業務量、提供情報 の範囲等 である。 さ らに これ

らを前提 と して、サービス のための費用 と収益 の推定 が可能 であり、採算性 についても事前に検討 で

きるもの と思 われ る。 これに より組織形態について、 より明確にす ることができるもの と考 え られ る。

　 したがって、綿密 できめ細やかなニーズ調査 を地域情報 セ ンターの基本 設計段階 では行 う必要 があ

る。

　　 また、地域情報 センターの運営上 の課題 と しては次 のよ うな点が指摘 できる。

(1)組 織 上の問題

　　 地域情報 センターが、情報流通 の核と して成 りたってい くためにはサ プセンターである各機関の

　 協力が絶対的条件 とな る。 しか し、協力体制 を確立、維持 す ることはかな り困難 が予想 され る。た

　 とえば、各機関 のタテの関係(東 京一広島な ど)に 対 して 、広 島内部 での ヨコの関係 をどのように

　 位置 づけ るのか、既存 データサービス機 関と競合関係 が生 じた場合 ど うす るのか、などの点につい

　 て明確 に しておかなければな らないだろ う。

　　 また、 シンク タンク業務 を行 う公 益 法人 の場合 、地方行政 体 との関係 は きわめて密 接な ものと

　 なり、 そのためにメ リットも生ず るがデメ リットも相当生ず ることは覚悟 しなければな らない。た

　 とえば、 明 らかに採算 ベースに乗 らない とわか ってい る業務 でもひ きうけざるを得ない場合があっ

　 た り、 目的不明瞭な業務 を実施 しなければな らない場合があ る(関 西 のシンク タンクへ のヒア リン

　 グ調査結果)。 そのために、結果的 には評価が甘 くな り、ひいては機関の 自立性 を損な うことに も

　 つながってい く。こういう事態に陥らない よ うに、 組織運営についての確 たる方針 を うち立 てる必要
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　 が ある。

(2)経 営上 の問題

　　　「シンクタンク年報1979」(NIRA)で は、 日本 のシンクタンクの現状 を詳細に分析 して

　 い る。地域情報セ ンター もそ の業務 と してシンクタンク部門 を持 つと思われ るので結果 の一部 を示

　 す。、これによ ると、 「全体にわが国 シンクタンクの財政状況 は、やや好転 して きては いるものの、

　 満足 しうる状 態にはほ ど遠いのが実情 」のようである。 しか も、 「小規模 なシンク タンクは、企業

　 規模に照 らす と年間売上げ の変動幅が大 きく、不安定性 が強 い 」状況 にある。地域情報 センターが

　 財 団、社団、 あるいは株式会社のいず れの形態をとるにせよ、小規模 な ものか らス ター トするわけ

であり、錠 的搬 営基盤を確保すること峻 ヲF必要と思われる。 　 　 』1
、

　　 そのためには、積極的 な経営姿勢が要求 されるのではないだろ うか。現在 のよ.うに、委託者 自身

　 が不明確 な問題意識 しか持 ち得 ない時、時代の変化、流れ を的確に読み とり、 ニニズの発掘につな

　 げ てい く努力がい る。特定 の専門分野 での コンサル テーションにとどまることなく、貧欲 な市場 の

　 開拓が大事 である。

　　 調査研究業務の1件 あた りの単価が低 いという声 もある(前 出ヒア リング)。 これは、知識活動、

　 情報 活動に対す る評価 が低い ことを意味す る。広 島におい ても同様 と思われ、知識活動 もある種 の

　 生産活動であるとい う意識を育成する ことも重要 である。

(3)人 材上 の問題

　　地域情報 センターの業務 は、その性格上労働集約的に ならざるを得ない。そ れだけに優秀なス タ

　 ッフを多 ぐ集 める必要があ る。

　　 一方、知 識活動 に対 す る社会的評価が低 いことと同様に、この種 の研究機関の職員に対す る評価

　 もかな らず しも高 くはない。一般 に、情報 サービス業、 シンクタンク等におけ る勤務状況 はかな り

　 きび しい ようであ る(前 出 ヒア リング)。

　　 また、地域情報セ ンターの職 員は、情報処理問題 に対 す る専門家(ス ペシャ リス ト)と しての役

　割 と、 シンクタンクの職員 と して幅広 い問題 に対応 できるゼネ ラリス トと しての役割 の双方 を同時

　 に期待されるはずで ある。

　　以上の点 を見た時、職員に対す る評価 シス テム として従前 とは異 なる新 しいシステムの開発 が必

　要 と思われ る。職 員の社会的 プレステ ッジを高 め、生 きがいのある業務 を提供す ることが人材確保

　 の第1歩 だと思われ る。

(4)業 務上の問題

　　 まず、地域情報 セ ンターは、多 くの入に利用されなければ な らない。利用 しやす く、 な じみやす

　 い雰 囲気 を持つ センターを作る必要 があろ う。同時 に、多 くの人 々に知 って いただ く努力 も必要 で

　 ある。

　　次に、デ ータの収集 に あた っては同一 テーマに関 して長期的 に追求 してい く姿勢が必要 であ る。

　 また、関連 データ との整理等 も行わねば ならない。これ らに よ って、副次的 な成果 も期待 で きる し、

　研究 活動 の連続性 に寄与 で きると思 われる。
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　　最 後に、シンクタンク業務 であるが、既存 のシンクタンクは問題発見に とどまっている場合が多

　 い。手法の行 き詰ま り、問題 の複雑 さ等、の りこえねばな らない課題は多いが、問題の発掘 か ら問

　題解決 までで きるようなシ ンク タンクに なるべ く努力すべ きであろ う。

　以上、今後の課題 としてい くつかの問題点 を指摘 した。その重要性 において若干 の大小は あると思

われ るが・いずれ も解決すべ き点 である。地域 情報 センターが設立 された時点 でこれ らの諸課題がす

ぺて解決 されてい る必要 はないが、運営にあた っては充分留意する必要 がある
。
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